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はじめに（公正な市場を求めて）

証券取引等監視委員会（以下「監視委員会」という。）は、証券取引及

び金融先物取引の公正を図り、証券市場及び金融先物市場に対する投資者

の信頼を保持する目的で、平成 4年 7 月に発足した合議制の機関です。

日本において、証券市場は、金融システムの中心を担うものとして幅広

く投資者が参加できる真に厚みのあるものであることが求められており、

その実現のためには、取引の公正・透明性と投資者からの信頼を確保する

ことが不可欠です。このように、監視委員会による市場監視の充実・強化

は近年とりわけ重要なものとなっています。

これまで証券分野においては、金融システム改革をはじめとする様々な

改革の成果やＩＴ技術の進展などを受けて、市場を取り巻く環境は大きく

変化してきています。本公表の対象期間（平成16年 7月 1 日から平成17年

6 月30日まで。以下「平成16事務年度」という。）においても、我が国証

券市場を舞台として、社会的に強く関心を集めマスメディアにより国民に

広く報道される出来事が多く見られました。

平成16年10月の西武鉄道㈱をはじめとする一連の虚偽の有価証券報告書

提出問題が公になり、ディスクロージャーのあり方が証券市場における重

大な問題としてクローズアップされました。監視委員会は、西武鉄道㈱に

係る虚偽の有価証券報告書提出とインサイダー取引（内部者取引）が証券

取引法に違反するとして、平成17年 3 月22日に同社等を東京地方検察庁検

察官に告発するに至りましたが、この事件を契機として有価証券報告書に

関連した不適切な事例の発覚が相次いだことを受け、ディスクロージャー

制度に対する信頼性の確保に向けた様々な方策が金融庁において講じられ

ました。

また、㈱ライブドアによるニッポン放送株取得を巡る一連の動向がマス

メディアで大きく取り上げられました。最終的には、㈱ライブドアと㈱フ
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ジテレビが和解することで収まりましたが、この過程において、企業買収

と企業防衛のあり方、ＭＳＣＢ（転換価格修正条項付転換社債型新株予約

権付社債）などの新たな商品と企業の資金調達のあり方など、様々な議論

が巻き起こりました。さらに、外国人の日本株式への投資が増加しクロス

ボーダー取引が活発化している中で、シンガポール政府投資公社（ＧＩＣ）

の従業員によるインサイダー取引事件が発覚し、監視委員会とシンガポー

ル通貨監督庁（ＭＡＳ）とが調査協力等の連携を行った結果、同従業員に

対してＭＡＳが民事制裁金を課した事例がありました。

監視委員会は、こうした新たな現象や様々な変化に対しても監視の目を

向け、取引の公正を害すると疑われる行為に対し的確に対応していくこと

が強く求められています。このため、監視委員会では、これまで、組織の

充実や調査・検査能力等の向上など監視体制の充実・強化に努めてきまし

た。平成16事務年度においては、市場監視機能の強化の一環として、平成

17年 4月から、インサイダー取引や相場操縦等の不公正取引や虚偽の有価

証券届出書等の開示書類（発行開示）の提出に対し金銭的負担を課す課徴

金制度が導入され、その調査権限が監視委員会に付与されました。

平成16事務年度における具体的な活動の内容については各章で紹介しま

すが、監視委員会では、こうして与えられた権限・体制の下、犯則事件の

調査、課徴金調査、証券会社等への検査のほか、日常的な市場監視を行っ

ています。これらの監視活動の結果、取引の公正を害するような法令違反

が認められた場合には、刑事告発や勧告を行うなど厳正に対処しています。

なお、平成17年 7月からは、監視委員会の検査権限について、取引の公

正の確保に関する検査から、財務の健全性に関する検査を含む証券関係法

令に基づく立入検査全般に、検査範囲が拡大されるとともに、金融先物取

引法の改正により新たに規制の対象となる外国為替証拠金取引を行う業者

に対して監視委員会が検査を行うこととなりました。また、虚偽の有価証
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券報告書等提出に係る検査権限が金融庁から監視委員会に委任されました。

平成17年度予算においては、課徴金の調査体制や有価証券報告書等の検査

体制の整備、検査範囲の拡大などの監視機能強化への対応をするため、監

視委員会307人財務局等245人の552人体制と、大幅な体制の整備拡充が図

られました。

さらに、第162回通常国会において証券取引法が改正され、平成17年12

月以降に提出される虚偽の有価証券報告書等（継続開示）提出についても

課徴金納付命令の対象となります。

監視委員会は、こうした新たに付与された権限も的確に行使し、監視委

員会に与えられた責務を着実に果たすことを通じて、引き続き、公正で信

頼される証券市場の保持に全力を尽くしていきます。
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監視委員会の活動状況



第１章 組 織

第１ 監視委員会

監視委員会は、内閣府設置法第54条及び金融庁設置法第 6条等に基づき

設置された、委員長及び 2人の委員で構成される合議制の機関であり、委

員会の事務を処理するため事務局が置かれている。

１ 委員会
監視委員会の議事は、2 人以上の賛成をもって決せられ、委員長及

び委員は、独立してその職権を行使する。委員長及び委員は、衆・参

両議院の同意を得て、内閣総理大臣が任命する。その任期は 3年であ

り、再任されることができる。また、限られた法定の事由がある場合

を除き、在任中にその意に反して罷免されることはない。

監視委員会は、平成16年 7月20日以降 5期目に入っており、委員長

に高橋武生、委員には野田晃子及び水城武彦がそれぞれ就任している。

２ 事務局
監視委員会の事務局は、事務局長及び次長の下に、総務検査課及び

特別調査課の 2課で構成されている。事務局の定員は、市場監視体制

の大幅な整備拡充を図るため、平成17年度（注 1）予算において、平

成16年度末の定員237人に対し44人の増員が認められ、17年度末で合

計307人の体制（注 2）となっている。

（注 1 ）年度とは、 4 月 1 日から翌年 3 月31日までの期間をいう。以下同じ。

（注 2 ）増員の他に、検査の一元化に伴う金融庁検査局からの振替35人及び

合理化減 9人（事務の効率化による削減)がある。
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� 総務検査課は、証券取引検査官室（証券検査官室）、市場分析審

査室、課徴金調査・有価証券報告書等検査室及び総括部門に分かれ

ている。

① 証券取引検査官室は、証券取引等の公正確保の観点から証券会

社等の検査を行う。なお、平成17年 7月から、金融庁からの権限

の委任により、検査の範囲が証券検査全般に拡大されており、併

せて名称を証券検査官室と改めた。

② 市場分析審査室は、一般からの情報の受付、証券取引等に係る

情報の収集及び分析並びにこれらの取引の内容の審査を行う。

③ 課徴金調査・有価証券報告書等検査室は、平成17年 4 月の改正

証取法の施行に伴い新たに設置され、課徴金の対象となる内部者

取引等の不公正取引の調査（以下「課徴金調査」という。）を行

う。なお、平成17年 7 月から、関東財務局からの権限の移管によ

り、虚偽の有価証券届出書等提出に係る課徴金の調査及び有価証

券報告書等の検査も行うこととなった。

④ 総括部門は、監視委員会全体の調整部門であり、監視委員会の

会議の運営や内閣総理大臣、金融庁長官等に対する勧告・建議に

係る事務などを行う。

� 特別調査課は、取引の公正を害する犯則事件の調査を行う。

第２ 地方の事務処理組織

地方においては、財務局長、財務支局長及び沖縄総合事務局長（以下

「財務局長等」という。）の下に、監視委員会が所掌する事務を専門に担当

する組織である証券取引等監視官（部門）が設置されている。定員は、平

成17年度予算において証券調査官など16人の増員が認められ、合計で245

人となっている。
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証券取引等監視官（部門）は、証券会社等検査、取引審査、課徴金調査

及び有価証券報告書等検査については監視委員会の委任を受けて、犯則事

件の調査については監視委員会の指揮監督を受けて、それぞれその職務を

行っている。

（注）監視委員会は、検査・調査権限及び報告・資料の徴取権限の一部を財務局

長等に委任している（ただし、必要があれば、監視委員会自らその権限を

行使することができる。）。
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第２章 犯則事件の調査・告発

第１ 概 説

１ 犯則事件の調査の目的及び権限
投資者が安心して参加できる証券市場を維持していくためには、市

場ルールの違反者に対して厳正な処罰を課すことにより、証券市場が

公正・公平に運営されているという投資者の信頼感を醸成することが

重要である。犯則事件の調査の目的は、これら証券取引等の公正を害

する悪質な行為の真相を解明し、告発により刑事訴追を求めることで

ある。この犯則事件の調査権限は、市場の公正性を確保し、投資者保

護を図る目的から、監視委員会の設置に伴い設けられたものである。

また、証券会社等に対する検査が、内閣総理大臣及び金融庁長官か

らの権限の委任に基づいて行われるのに対して、犯則事件の調査は、

監視委員会職員の固有の権限として、証取法、外証法及び金先法に規

定されている。権限行使の対象も証券会社等に限定されず、投資者を

含め広く証券取引等に関与するすべての者に及ぶものである。さらに、

本人確認法においても、証取法を準用する形で犯則事件の調査権限が

監視委員会に付与されている。

具体的な権限としては、犯則嫌疑者又は参考人（以下「犯則嫌疑者

等」という。）に対する質問、犯則嫌疑者等が所持し又は置き去った

物件の検査、犯則嫌疑者等が任意に提出し又は置き去った物件の領置

等の任意調査権限（証取法第210条、外証法第53条、金先法第106条、

本人確認法第18条）と、裁判官の発する許可状により行う臨検、捜索

及び差押えの強制調査権限（証取法第211条、外証法第53条、金先法

第107条（平成17年 7月 1日法改正より第171条）、本人確認法第18条）

とがある。
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２ 犯則事件の範囲等
犯則事件の範囲は、取引の公正を害するものとして政令（証取法施

行令第45条、外証法施行令第23条、金先法施行令第14条）で定められ

ている。主なものとしては、証券会社等を対象とする損失補てんのほ

か、発行会社を対象とする虚偽の有価証券届出書及び同報告書提出、

会社関係者等を対象とする内部者取引、何人をも対象とする風説の流

布、相場操縦などがある（附属資料134頁以下参照）。

また、本人確認法では、証券会社等が本人確認を行う場合において、

顧客等による氏名・住所等の隠ぺい行為が犯則事件の調査対象とされ

ている。

監視委員会職員は、犯則事件の調査を終えたときは、調査結果を監

視委員会に報告し（証取法第223条、外証法第53条、金先法第119条、

本人確認法第18条）、監視委員会は、その調査によって犯則の心証を

得たときは、告発し、領置・差押物件があるときは、領置・差押目録

とともに引き継ぐこととなっている（証取法第226条、外証法第53条、

金先法第122条、本人確認法第18条）。

第２ 犯則事件の調査・告発実績

平成16事務年度の告発事案は、いずれも証券市場の信頼を揺るがす重大・

悪質な事案であったが、特に社会に大きな影響を与えたものとして、西武

鉄道㈱に係る虚偽の有価証券報告書提出及び同社株券に係る内部者取引が

挙げられる。平成16年10月の西武鉄道㈱等による虚偽記載の公表以降、ディ

スクロージャーをめぐる不適切な事例が相次いで判明した。この西武鉄道

㈱に係る事件については平成17年 3月に告発した。

また、平成16年11月には、いわゆるデイトレーダーと呼ばれる個人投資

家のインターネット取引による相場操縦事件として、初めて告発をした
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（真柄建設他2銘柄事件）。この事件の嫌疑者は、北海道の自宅からインター

ネット取引の方法により犯則行為を行っており、同様の行為が全国のいか

なる所からでも行えることを改めて認識させる事案となった。

また、同年12月には㈱メディア･リンクスに係る虚偽の有価証券報告書

提出事件について告発したが、本事件においては多数のＩＴ企業が商流に

入った架空取引の実態が判明した。

さらに、平成17年 3月には、チノン事件として、中央省庁勤務の公務員

が法令に基づく権限を利用して行った初の内部者取引事件を、同年 6月に

はキヤノンソフトウェア事件として、広告代理店の社員が法定公告掲載の

契約を利用して行った内部者取引事件を告発した。

１ 犯則事件の調査の実施状況
平成16事務年度においては、「㈱メディア･リンクスの株券に係る内

部者取引、風説の流布及び偽計、同社に係る虚偽の有価証券報告書提

出」、「南野建設㈱の株券に係る内部者取引、相場操縦」、「西武鉄道㈱

の株券に係る内部者取引及び同社に係る虚偽の有価証券報告書提出」、

「日信工業㈱の株券に係る相場操縦」の嫌疑により、犯則嫌疑者等の

居宅及び関係事務所等に対し強制調査を実施した。

また、このほか必要な任意調査を行った。

２ 告発の状況
監視委員会は、犯則事件の調査結果に基づき、内部者取引につき 6

件・10名（メディア･リンクス事件、シーエスケイコミュニケーショ

ンズ事件、チノン事件、南野建設事件、西武鉄道事件、キヤノンソフ

トウェア事件）、風説の流布及び偽計につき 1件・ 2名（メディア･リ

ンクス事件）、相場操縦につき 2 件・ 2 名（真柄建設他 2 銘柄事件、

日信工業事件）、虚偽の有価証券報告書提出につき 2件・ 4名（メディ
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ア･リンクス事件、西武鉄道事件）の合計11件・18名について、証取

法に違反するとして検察官に告発した。

この結果、監視委員会が発足以来行った告発は、内部者取引33件・

89名、損失補てん7件・44名、風説の流布5件・9名、相場操縦9件・

23名、偽計 3 件・ 7 名、虚偽の有価証券報告書等提出16件・67名及び

大量保有報告書の不提出 1 件・ 1 名であり、合計として74件・240名

となる。

（注）風説の流布・偽計の 2 件及び風説の流布・虚偽の大量保有報告書提出

1 件については、風説の流布として計上している（附属資料140頁以下

の告発事件の概要一覧表参照）。

なお、告発した事案の概要は、以下のとおりである。

(1)  メディア･リンクス事件（その 1 内部者取引）

監視委員会は、㈱メディア･リンクスの株券に係る内部者取引が

証取法（第166条第 1 項、会社関係者の禁止行為）に違反するとし

て、平成16年11月 2 日、犯則嫌疑者 1 人を大阪地方検察庁検察官に

告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

㈱メディア･リンクスは、平成15年5月、同社の同年 3 月期決算

に係る純利益の予想値の修正及び配当予想の修正を公開した。

同社の代表取締役であった犯則嫌疑者Ａは、上記の純利益及び配

当について、同年2月に公表されていた直近の予想値と新たに算出

した予想値に差異が生じた事実を知り、その公表前に㈱メディア･

リンクスの株券を売り付けて損失を回避しようと企て、同年5月、

同人の親族名義を使用して、同社の株券456株を約1,815万円で
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売り付けた。

〔告発後の経緯〕

平成16年11月2日、被告発人Ａについて公訴の提起が行われた。

平成17年5月2日、大阪地方裁判所において、後述するメディア・リ

ンクス事件（その 2 風説の流布及び偽計）及び同（その 3虚偽の

有価証券報告書提出）の計3件により懲役3年6月、罰金200万円の判

決が言い渡されたが、同月13日控訴し、大阪高等裁判所において公

判係属中である。

(2) メディア･リンクス事件（その 2 風説の流布及び偽計）

監視委員会は、㈱メディア･リンクスの株券に係る風説の流布及

び偽計が証取法（第158条等、風説の流布の禁止、偽計の禁止）に

違反するとして、平成16年11月19日、犯則嫌疑法人 1社（㈱メディ

ア･リンクス）及び犯則嫌疑者 1 人を、大阪地方検察庁検察官に告

発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

犯則嫌疑法人㈱メディア･リンクスの代表取締役であった犯則嫌

疑者Ａは、同社の業務に関し、同社の株価を騰貴させるために、平

成15年 8 月、大阪証券取引所において、同社が発行を決定した転換

社債型新株予約権付社債につき、払込みがなされていないのに払込

期日までに発行総額について払込みが完了した旨の虚偽の事実を公

表した上、同年9月ころ、同社が運営するウェブサイト上におい

て、社債の払込みにより組み入れられた財産がなく、新株予約権を

行使しても増加した資本金を充実させるべき資産がないのに、社債

の一部について株式転換が完了し、資本金が充実された旨の虚偽の

事実を発表し、風説を流布するとともに、偽計を用いた。
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〔告発後の経緯〕

平成16年11月22日、被告発法人㈱メディア･リンクス及び被告発

人Ａについて公訴の提起が行われた。㈱メディア･リンクスについ

ては、平成17年5月2日、大阪地方裁判所において罰金500万円の判

決が言い渡されたが、同月13日控訴し、大阪高等裁判所において公

判係属中である。Ａについては前述のとおりである。

(3)  真柄建設他 2 銘柄事件（相場操縦）

監視委員会は、真柄建設㈱他 2銘柄の株券に係る相場操縦が証取

法（第159条第 2 項、相場操縦的行為の禁止）に違反するとして、

平成16年11月30日、犯則嫌疑者 1人を釧路地方検察庁検察官に告発

した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

犯則嫌疑者Ａは、東京証券取引所市場第一部上場銘柄である真柄

建設㈱の株式につき、平成15年 7 月下旬、㈱ヤマタネの株式、岩崎

通信機㈱の株式につき、同年 8 月上旬、各株式の買い気配値及び株

価の高値形成を図り、各株式の売買を誘引する目的をもって、北海

道釧路市の自宅において、インターネット取引の方法により、自己

名義で多数の証券会社を介し、約定させる意思がないにもかかわら

ず、最良買い気配値を 1 円ないし 4 円下回る買い注文を多数かつ大

量に出し、厚い買い板を形成することにより、高値の買付けを誘引

し、株価を上昇させるなどして、各株式の売買が繁盛であると誤解

させ、かつ各株式の相場を変動させる一連の売買の委託をした。

(4) メディア･ リンクス事件（その 3 虚偽の有価証券報告書提出）

監視委員会は、㈱メディア･リンクスに係る虚偽の記載のある有
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価証券報告書の提出が証取法（第197条第 1 項第 1 号等、重要な事

項につき虚偽の記載のある有価証券報告書の提出）に違反するとし

て、平成16年12月 9 日、犯則嫌疑法人 1社（㈱メディア･リンクス）

及び犯則嫌疑者 1 人を大阪地方検察庁検察官に告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

犯則嫌疑法人㈱メディア･リンクスの代表取締役であった犯則嫌疑

者Ａは、同社の業務に関し、平成15年3月期決算において、架空売

上及び架空仕入を計上するなどの方法により、同年6月、近畿財務

局長に対し、虚偽の記載のある損益計算書及び貸借対照表等を掲載

した有価証券報告書を提出した。

〔告発後の経緯〕

平成16年12月10日、被告発法人㈱メディア･リンクス及び被告発

人Ａについて公訴の提起が行われた。その後の経緯については前

述のとおりである。

(5)  シーエスケイコミュニケーションズ事件（内部者取引）

監視委員会は、㈱シーエスケイコミュニケーションズの株券に係

る内部者取引が証取法（第166条第 3項等、会社関係者の禁止行為）

に違反するとして、平成17年 1月26日、犯則嫌疑法人1社（㈱祐キャ

ピタル総合研究所）及び犯則嫌疑者 2 人を東京地方検察庁検察官に

告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

㈱シーエスケイコミュニケーションズ（以下「ＣＣＯ」）は㈱シー

エスケイ（以下「ＣＳＫ」）との株式交換によりＣＳＫの完全子会
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社となることについての決定をし、平成14年9月、その旨を公開し

た。

犯則嫌疑者Ａは、ＣＣＯとの株式の上場等に関する業務委託契

約を締結していたシーエスケイベンチャーキャピタル㈱の役員で

あったもの、犯則嫌疑者Ｂは、犯則嫌疑法人㈱祐キャピタル総合

研究所の代表取締役であったものであるが、

① 同Ａは、その職務に関し、上記重要事実を知り、その公表前に

ＣＣＯの株券を買い付けて利益を得ようと企て、同年8月から9月

にかけて、自己の知人及び同Ｂの名義を使用して、同社の株券85

株を約2,258万円で買い付け

② 同Ｂは、同Ａから、同人が職務に関して知った上記重要事実

の伝達を受け、その公表前にＣＣＯの株券を買い付けて利益を得

ようと企て、犯則嫌疑法人の業務等に関し、同年8月から9月にか

けて、同法人名義で同社の株券27株を約670万円で買い付けたほ

か、自己名義でも同社の株券10株を約266万円で買い付けた。

〔告発後の経緯〕

平成17年5月6日、被告発法人㈱祐キャピタル総合研究所及び被告

発人Ｂについて公訴の提起が行われ、東京地方裁判所において公判

係属中である。

(6) チノン事件（内部者取引）

監視委員会は、チノン㈱の株券に係る内部者取引が証取法（第167

条第１項、公開買付者等関係者の禁止行為）に違反するとして、平

成17年 3月14日、犯則嫌疑者 1 人を東京地方検察庁検察官に告発し

た。
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〔告発の対象となった犯則事実〕

コダックジャパンデジタルプロダクトディベロップメント㈱（以

下「ＫＪＤＰＤ」）は、産業活力再生特別措置法（以下「産活法」）

の適用を前提として、チノン㈱株について公開買付けを行うことを

決定し、平成16年1月、その旨を公開した。
犯則嫌疑者Ａは、経済産業省の職員としてＫＪＤＰＤとチノン㈱

が共同して認定申請した産活法に基づく事業再構築計画の審査・認

定事務に従事していたものであるが、その審査・認定事務の過程に

おいて、上記重要事実を知り、その公表前にチノン㈱株券を買い付

けて利益を得ようと企て、自己及び妻名義で、同社の株券4万1,000

株を約1,145万円で買い付けた。

〔告発後の経緯〕

平成17年 6 月22日、被告発人Ａについて公訴の提起が行われ、

東京地方裁判所において公判係属中である。

(7) 南野建設事件（内部者取引）

監視委員会は、南野建設㈱の株券に係る内部者取引が証取法（第

166条第1項、会社関係者の禁止行為）に違反するとして、平成17年

3月22日、犯則嫌疑者 2 人を、大阪地方検察庁検察官に告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

南野建設㈱は、同社が第三者割当増資による新株の発行を行うこ

とについて決定をし、平成14年 9月、その旨を公開した。

犯則嫌疑者Aは同社の執行役員関西事業部長兼和歌山支店長をし

ていたもの、犯則嫌疑者Bは同Aの妻であるが、同Aが、その職務に

関し、同社が上記決定をした旨の重要事実を知り、その公表前に
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南野建設㈱株券を買い付けて利益を得ようと企て、共謀の上、同年

8月から9月までの間、同B名義で、同社の株券3万7,000株を約141

万円で買い付けた。

〔告発後の経緯〕

平成17年3月22日、被告発人A、同Bについて公訴の提起が行わ

れた。Aについては、同年 6 月27日、大阪地方裁判所において懲

役1年6月（執行猶予3年）、罰金80万円、追徴金約625万円、
Bについては、同日、同裁判所において懲役 1 年（執行猶予3

年）、罰金50万円、追徴金約625万円の判決が言い渡され、それぞ

れの裁判は確定した。

(8) 西武鉄道事件（その 1 虚偽の有価証券報告書提出）

監視委員会は、西武鉄道㈱に係る虚偽の有価証券報告書の提出が

証取法（第197条第 1 項第 1 号等、重要な事項につき虚偽の記載の

ある有価証券報告書の提出）に違反するとして、平成17年3月22日、

犯則嫌疑法人 1 社（西武鉄道㈱）及び犯則嫌疑者 1 人を東京地方検

察庁検察官に告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

㈱コクドの取締役会長であった犯則嫌疑者Ａは、犯則嫌疑法人西

武鉄道㈱代表取締役社長らと共謀の上、同社の業務に関し、平成16

年6月、関東財務局長に対し、㈱コクドの所有に係る同西武鉄道㈱

株式数につき、発行済株式総数に対する所有割合が約65％であるに

もかかわらず、その所有割合を約43％などとする重要な事項につい

て虚偽の記載のある有価証券報告書を提出した。
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〔告発後の経緯〕

平成17年3月23日、被告発法人西武鉄道㈱及び被告発人Ａについ

て公訴の提起が行われ、東京地方裁判所において公判係属中であ

る。

(9)  西武鉄道事件（その 2 内部者取引）

監視委員会は、西武鉄道㈱の株券に係る内部者取引が証取法（第

166条第3項等、会社関係者の禁止行為）に違反するとして、平成17

年3月22日、犯則嫌疑法人1社（㈱コクド）及び犯則嫌疑者1人を、

東京地方検察庁検察官に告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

犯則嫌疑者Ａは、平成16年5月ころ、その職務に関し、西武鉄道

㈱の有価証券報告書に継続的に㈱コクドの所有に係る西武鉄道㈱株

式数等について虚偽の記載をしてきた事実を知り、その公表前に、
その株式を売却してその株式数等について減少させようと企て、同

年9月㈱コクドの従業員らと共謀の上、同社の業務等に関し、他社

に対し、同社が所有する株式を売り付けた。

〔告発後の経緯〕

平成17年3月23日、被告発法人㈱コクド及び被告発人Ａについ

て公訴の提起が行われ、東京地方裁判所において公判係属中であ

る。

(10)キヤノンソフトウェア事件（内部者取引）

監視委員会は、キヤノンソフトウェア㈱の株券に係る内部者取引

が証取法（第166条第 1 項、会社関係者の禁止行為）に該当すると
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して、平成17年 6 月10日、犯則嫌疑者 1人を、東京地方検察庁検察

官に告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

キヤノンソフトウェア㈱は、株式の分割を行うことについての決

定をし、平成14年6月、その旨を公開した。
犯則嫌疑者Ａは、キヤノンソフトウェア㈱との間で、同社の株式

分割に関する法定公告掲載の業務委託契約を締結していた法人の社

員であったものであるが、同契約の締結に関し、上記重要事実を知

り、その公表前にキヤノンソフトウェア㈱株券を買い付けて利益を

得ようと企て、同年5月、自己名義で、同社の株券4,000株を買い付

けた。

(11)日信工業事件（相場操縦）

監視委員会は、日信工業㈱の株券に係る相場操縦が証取法（第159

条第 1 項、相場操縦的行為の禁止）に該当するとして、平成17年 6

月20日、犯則嫌疑者 1人を、東京地方検察庁検察官に告発した。

〔告発の対象となった犯則事実〕

犯則嫌疑者Ａは、平成13年7月下旬から同年8月上旬までの間、東

京証券取引所市場第二部に上場されていた日信工業㈱の株券につ

き、

① その株価の高値形成を図り、同株券の売買を誘引する目的をもっ

て、自己名義で、複数の証券会社を介し、連続した高指値の買い

注文を発注して高値を買い上がるなどの方法により、同株券合計

約20万株を買い付ける一方、同株券合計約16万株を売り付け、大

量の下値の買付け注文をして下値を支えるなどの方法により、同
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株券合計約5万株の買付けの委託をして、その株価を4,190円から

4,860円まで高騰させるなど、いわゆる株価の変動操作等を行う

とともに、

② 他人をして同株券の売買が繁盛に行われていると誤解を生じさ

せる目的をもって、同期間中、同株券合計約10万株について、自

己のする売付けと同時期に別途自己において買付けをし、もって、

権利の移転を目的としない仮装の売買を行った。

〔告発後の経緯〕

平成17年6月21日、被告発人Ａについて公訴の提起が行われ、

東京地方裁判所において公判係属中である。
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第３章 課徴金調査

概 説

１ 調査の目的及び権限
課徴金制度とは、内部者取引等の違反行為の抑止を図り、規制の実

効性を確保するという行政目的を達成するため、証取法の一定の規範

の違反者に対して、金銭的負担を課する行政上の措置である。金銭的

負担の水準については、違反行為によって違反行為者が得られる経済

的利得相当額を基準に法定している。

監視委員会は、課徴金の対象となる違反行為を取り締まることを目

的とし、平成17年 4 月 1日、課徴金制度の導入に伴い、課徴金調査・

有価証券報告書等検査室を設置した。監視委員会は、課徴金調査を行

い、その結果、違反行為が認められれば、内閣総理大臣及び金融庁長

官に対して課徴金納付命令を発出するよう勧告することとなる。

監視委員会は、証取法により内閣総理大臣及び金融庁長官から委任

された権限に基づき、課徴金調査のため事件関係人等に対し調査を行

う。

課徴金調査（虚偽の有価証券届出書等提出を除く。）の権限は、証

取法第177条で定められており、

① 事件関係人若しくは参考人に質問し、又はこれらの者から意見

若しくは報告を徴すること

② 事件関係人の営業所その他必要な場所に立ち入り、帳簿書類そ

の他の物件を検査すること

ができることとされている。

虚偽の有価証券届出書等提出に係る課徴金調査の権限は、証取法第

26条で定められており、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であ
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ると認めるときは、有価証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、

有価証券報告書の提出者、自己株券買付状況報告書の提出者若しくは

有価証券の引受人その他の関係者に対し、

① 参考となるべき報告又は資料の提出を命じること

② その者の帳簿書類その他の物件を検査すること

ができることとされている。

２ 課徴金の対象となる行為及び課徴金額
具体的な課徴金の対象となる行為及び課徴金額は以下のとおり。

� 虚偽の有価証券届出書（募集・売り出しの発行開示）等の提出

（証取法第172条）

課徴金額：募集・売出価額の 1％（株券等は 2％）

� 風説の流布・偽計（証取法第173条）

課徴金額：風説の流布・偽計という違反行為終了後 1ヶ月以内に

売付けした価額から違反行為直前の価額を控除した額、又は違反行

為直前の価額から違反行為終了後 1ヶ月以内に買付けした価額を控

除した額

� 相場操縦（証取法第174条）

課徴金額：相場操縦という違反行為による利得と、違反行為への

反対売買で違反行為終了後 1ヶ月以内に行われたものによる利得の

合計額

� 内部者取引（証取法第175条）

課徴金額：重要事実の公表前 6ヶ月以内に売付けした価額から重

要事実公表後の価額を控除した額、又は重要事実公表後の価額から
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重要事実の公表前 6ヶ月以内に買付けした価額を控除した額

(注) 第162回国会において、議員立法として平成17年 6 月22日に成立した

「証券取引法の一部を改正する法律」により、平成17年12月 1 日以降の

虚偽の有価証券報告書（事業年度ごとの継続開示）等提出についても、

課徴金納付命令の対象となった。

課徴金額： 300万円又は株式の市場価格の総額等の0.003％のいず

れか大きい額（虚偽の有価証券報告書を提出した場合）

等
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第４章 検 査

第１ 概 説

１ 取引の公正の確保に係る検査
� 検査の意義及び対象

監視委員会は、証取法、外証法及び金先法により内閣総理大臣及

び金融庁長官から委任された権限に基づき、証券取引等の公正の確

保に係る規定の遵守状況を監視するため、証券会社等に対して臨店

等により検査を行う。

これらの検査は、公益及び投資者の保護を図ることを目的とし、

勧告を行う等により、内閣総理大臣及び金融庁長官の証券会社等に

対する行政上必要な措置及び施策に資するものである。

なお、監視委員会は、検査権限及び報告・資料の徴取権限の一部

を財務局長等に委任している（ただし、必要があれば、監視委員会

は、自らその権限を行使することができる。）。

具体的な検査の対象は、以下のとおりである。

証券会社及び当該証券会社を子会社とする持株会社

（証取法第59条第 1 項、第194条の 6 )

証券会社の親銀行等若しくは子銀行等

（証取法第59条第 3 項、第194条の 6 )

登録金融機関及び当該登録金融機関を子会社とする持株会社

（証取法第65条の 2第10項、第194条の 6 )

証券仲介業者 （証取法第66条の20、第194条の 6 )

証券業協会 （証取法第79条の14、第194条の 6 )

証券取引所及び当該証券取引所の子会社

（証取法第151条、第194条の 6 )
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外国証券取引所 （証取法第155条の 9、第194条の 6 )

外国証券会社 （外証法第31条第 1項、第42条)

特定金融機関 （外証法第31条第 2項、第42条)

許可外国証券業者 （外証法第31条第 3項、第42条)

金融先物取引所、その子会社、その会員及びその取引参加者

（金先法第52条第 1項、第92条)

外国金融先物取引所及びその外国金融先物取引所参加者

（金先法第55条の10第 1項、第92条)

金融先物取引業者 （金先法第77条第 1項、第92条)

金融先物取引業協会 （金先法第90条第 1項、第92条）

� 検査の範囲

検査の範囲は、政令で定められている（証取法施行令第38条、外

証法施行令第20条、金先法施行令第 9 条）。具体的には、証券会社

については、証券会社又はその役員若しくは使用人の禁止行為（実

勢を反映しない作為的相場を形成させるべき一連の有価証券の売買

取引をする行為、有価証券の売買に関する虚偽表示又は重要な事項

について誤解を生ぜしめるべき表示をする行為、特別の利益提供を

約して勧誘する行為等）、損失保証・損失補てんの禁止、相場操縦

の禁止、内部者取引の禁止等についての規定に関するものを検査す

ることとされている（附属資料120頁以下参照）。

２ 本人確認法に係る検査
� 検査の意義及び対象

監視委員会は、本人確認法により内閣総理大臣及び金融庁長官か

ら委任された権限に基づき、証券会社等が顧客等に係る本人確認及

び取引記録の保存等に関する措置をとっているかを点検するため、

― 27 ―



証券会社等に対して臨店等により検査を行う。

これは、検査を実施することにより証券会社等の顧客管理体制の

整備を促進させること等を目的とするものである。

なお、監視委員会は、検査権限及び報告・資料の徴取権限の一部

を財務局長等に委任している（ただし、必要があれば監視委員会は、

自らその権限を行使することができる。）。

具体的な検査及び報告・資料の徴取の対象は、以下のとおりであ

る。

① 証券会社 (本人確認法 第 7条、第 8条、第13条 4項 1号)

② 外国証券会社（本人確認法 第 7条、第 8条、第13条 4項 1号)

③ 金融先物取引業者

（本人確認法 第 7条、第 8条、第13条 4項 1号)

④ 登録金融機関 (本人確認法 第 7条、第 8条、第13条 4項 2号)

� 検査の範囲

本人確認法に規定されている検査及び報告・資料の徴取権限に基

づいて、証券会社等が顧客等との間で有価証券の売買の取次ぎ等を

行うに際して、例えば、取引の相手方が取引の名義人になりすまし

ている疑いがある場合や、顧客が本人の氏名、住居及び生年月日

（法人にあっては名称及び本店又は主たる事務所の所在地）を偽っ

ている疑いがある場合において、本人確認（本人確認法第 3条）を

行っているか、本人確認を行った場合の本人確認記録の作成・保存

（本人確認法第 4 条）がされているか等について検査することとさ

れている。

第２ 検査基本方針及び検査基本計画

検査に係る事務の運営は、毎年 7月 1日に始まり翌年 6 月30日に終わる
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1 年間を検査事務年度として行われる。

監視委員会は、検査事務年度ごとに、自らが行う検査及び財務局長等が

行う検査を計画的に管理・実施するため、検査基本方針及び検査基本計画

を策定する。

検査基本方針においては、その検査事務年度の検査の重点事項、その他

検査の基本となる事項を定め、検査基本計画においては、国内証券会社、

外国証券会社、登録金融機関等のうち、その検査事務年度の検査の対象と

するものの種類、数等を定めている。

平成16事務年度については、平成16年 7月 1日、検査基本方針及び検査

基本計画を以下のとおり定めた。

平成16検査事務年度検査基本方針及び検査基本計画

１ 検査基本方針

� 基本的考え方

監視委員会の検査は、証券市場をめぐる環境の変化に即応しつ

つ、取引の公正確保や個人投資家の保護を図ることを基本的考え

方として実施してきている。具体的には、市場ルール等の遵守状

況を最重点項目とし、併せて、営業姿勢や内部管理体制について

も検証するとともに、金融庁等に対して個別証券会社の行政処分

等を求める勧告を行い、また、個人投資家保護の観点等から新た

な市場ルールの整備についての建議を行ってきているほか、様々

な情報等に基づく機動検査を積極的に実施するとともに、自主規

制機関や金融先物取引業者に対する検査も行っている。

平成16検査事務年度（平成16年 7月～17年 6月）の検査におい

ても、基本的にはこれらの路線を維持し、監視委員会の使命に則

り、証券市場等における取引の公正の確保を図り、市場に対する
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投資者の信頼を保持することを目指すこととし、特に個人投資家

の保護に全力を尽くすことを最大の目標とする。

� 平成15検査事務年度検査結果

平成15検査事務年度（平成15年 7月～16年 6月）の検査結果を

みると、いわゆる適合性原則違反、実勢を反映しない作為的相場

を形成させるべき一連の有価証券の売買取引をする行為、法人関

係情報の不十分な管理状況など一部の証券会社においては重大な

法令違反行為が認められている。

また、営業姿勢面では、海外で他社が組成した複雑な商品を証

券会社が国内で販売する際に、証券会社側の商品内容に対する理

解が十分でないまま、顧客に対する商品内容の説明等が十分行わ

れていない不適切な投資勧誘に係る事例が認められている。

さらに、内部管理面では、特に法令違反行為の指摘を行った証

券会社において、当該行為発生の要因となる内部管理体制の不備

が認められている。

金融先物取引業者に対する検査結果をみると、多数の顧客に対

する損失補てん等の重大な法令違反行為や過当勧誘といった著し

く不当な行為が認められている。

� 平成16検査事務年度の検査実施方針

以上の基本的考え方及び最近の検査結果等を踏まえ、平成16検

査事務年度における証券会社等検査は、特に以下の点に重点を置

いて実施することとする。

① 事務運営重点事項

� 検査対象会社の弾力的選定

検査対象会社については、市場の動向等に的確に対応する
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という観点から弾力的に選定することとし、その際、情報の

収集・分析体制の強化による各種情報の活用に加え、証券市

場を取り巻く情勢、他社の検査において把握された情報、前

回検査の結果、検査周期等を総合的に勘案する。その上で、

個別会社の状況に応じた的確かつ効率的な検査の実施に努め

るなど、より実効性のある検査運営に努める。

� 機動検査の一層の推進

証券取引に係る各種情報等を有効に活用し、証券市場の新

たな動向や個別の取引に係る情報等を端緒とした機動検査を

一層推進する。

� 証券仲介業者を含めた一体的・機動的な検査の実施

証券仲介業者制度は、平成16年 4月から導入されたところ

であるが、その業務内容は、直接、顧客と接触し有価証券の

売買等について投資勧誘を行うなど、投資家保護の観点から

は極めて重要な役割を担っている。したがって、証券仲介業

者に対しても厳正かつ的確な検査を実施する。なお、その方

法としては、効率性の観点から、委託契約関係にある証券会

社等に対する検査と一体的・機動的な形での検査を原則とす

る。

� 検査結果の有効活用

検査の結果を踏まえて、金融庁に対して法規制や自主規制

ルールのあり方について積極的に建議を行うほか、勧告に至

らないような事案についても、法令違反行為や営業姿勢その

他の問題点が認められた場合であって他の証券会社等への警

鐘となり得るものについては情報を開示し、法令違反行為等
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の未然防止等を図るなど、実効性のある柔軟な対応をとる。

� 財務局監視官部門との合同検査の積極化

委員会と財務局監視官部門との検査ノウハウや検査認識の

共有等の観点から、委員会と財務局との間で相互に検査官を

派遣することなどにより、これまで以上に合同検査の積極化

を図る。

� 検査の効率化の推進等

金融庁検査局との同時検査を引き続き推進するほか、平成

17検査事務年度（平成17年 7月～18年 6 月）からの検査体制

の一元化を踏まえ、検査事務の一層の効率化を図るため金融

庁検査局や自主規制機関との情報交換を積極的に推進すると

ともに、一元化に向けた準備を進める。

また、海外監視当局との情報交換や海外実地調査等を積極

的に推進する。

② 検査重点事項

� 会社責任の重点的検証と行為者の特定

検査においては、法令を中心とした市場ルール等の遵守状

況、営業姿勢及び内部管理体制を検査基本項目とし、特に、

会社の責任について重点的に検証を行うとともに、責任の所

在の明確化や再発防止等のために可能な限り行為者を特定す

る。

� 投資家保護の観点からの投資勧誘状況の検証

個人投資家保護及び誠実かつ公正な営業姿勢の確保の観点

から、適切な投資勧誘が行われているか、特に個人投資家等

に対して、デリバティブを組み込んだ複雑な金融商品や新し
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いタイプの金融商品を販売する際に、投資効果や市場要因の

変化の状況等の説明において誤解を生ぜしめるべき表示等の

法令違反行為が行われていないか、いわゆる適合性原則の観

点から問題はないか、また、販売証券会社が商品の特性、リ

スク及び手数料等を十分理解した上で適正な説明等が行われ

ているかなどを的確に検証する。

� 公正な価格形成を阻害する行為の検証

公正かつ透明性の高い健全な市場構築のための根幹である

公正な価格形成を阻害するような行為を行っている証券会社

やそのような行為を受託している証券会社に対しては、厳正

に検査を実施するとともに、その売買審査体制等に対する踏

み込んだ検証を行う。また、インターネット取引を取り扱う

証券会社については、その非対面性といった特質を考慮した

売買審査体制等についても検証する。

� 法人関係情報に係る管理体制の検証

多数の顧客に法人関係情報を提供して勧誘する行為や法人

関係情報の管理の状況が不公正取引の防止上十分でないと認

められる状況により業務を営んでいる証券会社が認められた

ことにかんがみ、今後のエクイティ・ファイナンスによる資

金調達の増加が見込まれることなども踏まえ、取引の公正性

を確保する観点から、法人関係情報の適正な管理についての

法令の理解の状況やその管理体制を重点的に検証する。

� 登録金融機関に対する弊害防止措置等の遵守状況の検査

登録金融機関において、投資信託の販売量が大きく増加し

ていることや平成16年12月からの証券仲介業の解禁に伴い株
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式等の取扱いが可能となること等にかんがみ、弊害防止措置

等に関する法令遵守状況について重点的に検証することによっ

て実効性の確保を図るとともに、登録金融機関に対する検査

周期を大幅に短縮する。

� 過去の検査における問題点の改善状況

過去に指摘されている法令違反行為事項等が依然として改

善されていない事例が認められていることにかんがみ、引き

続き、過去の検査で指摘された事項についての改善状況等に

ついて重点的に検査し、繰り返し同一の法令違反行為が行わ

れている場合には、厳しく対処する。

２ 検査基本計画

� 証券会社等検査

国内証券会社 94社（うち財務局等が行うもの82社）

外国証券会社 16社

登録金融機関 25社（うち財務局等が行うもの20社）

（注 1 ）上記検査に代えて、機動検査及び自主規制機関に対する検査

を実施することがある。

（注 2 ）国内証券会社については、上記のほかに、支店のみを対象と

した検査を23支店実施する。

（注 3 ）上記以外に証券会社等の検査に併せ、必要に応じて証券仲介

業者に対する検査を実施する。

� 金融先物取引業者等検査

金融先物取引業者等 原則として、証券会社等検査の際併せて

実施する。
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第３ 金融庁長官の行う証券会社等検査との連携

監視委員会が行う証券会社等の取引の公正確保に係る検査と金融庁長官

が行う財務の健全性等に係る検査は、これまでも必要に応じて連携を図り

つつ実施してきたところであり、これらの検査を、同時期に、同一の証券

会社等に対して着手する検査（以下「同時検査」という。）を行うなど、

より効率的かつ効果的な検査の実施に努めているところである。

平成16事務年度においては、証券会社 7社について同時検査に着手した

（附属資料161頁参照）。このほか、財務局等においては、証券会社33社に

対して監視官部門が行う取引の公正確保に係る検査と理財部検査官部門が

行う財務の健全性等に係る検査を同時に着手した。

第４ 検査実績

１ 検査計画及びその実施状況
� 平成16事務年度における監視委員会及び財務局長等の検査の実施

状況は、以下のとおりである。

① 証券会社等検査

監視委員会及び財務局長等は、平成16事務年度において、証券

会社110社及び登録金融機関25社に対する検査計画を策定してい

たが、検査着手件数は、証券会社113社及び登録金融機関27社で

あった。

これらの内訳は、監視委員会が検査に着手したものが国内証券

会社13社、外国証券会社17社及び登録金融機関 7 社であり、財務

局長等が検査に着手したものは、国内証券会社83社及び登録金融

機関20社であった。
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なお、平成16事務年度中に、意見申出制度に基づく意見申出書

の提出はなかった。

（注）意見申出制度とは、検査の質的水準の向上及び検査手続の透明性

の確保を図ることを目的として、平成13年10月以降に着手した検

査において適用されているもので、検査中に十分議論を尽くした

上で意見相違となった事項につき、被検査法人が監視委員会事務

局長あてに意見申出書を提出するものである。意見申出事項の審

理結果は、検査結果通知書に包含して回答することとなっている。

平成15事務年度において検査に着手し、同事務年度末までに検

査が終了していなかった証券会社23社、登録金融機関 4 社及び自

主規制機関 1社については、平成16事務年度中にすべての検査が

終了している。

また、平成16事務年度において着手したもののうち、国内証券

会社83社、外国証券会社12社及び登録金融機関24社については、

同事務年度中に被検査会社に対し検査結果通知書を交付し、検査

が終了している（別表参照）。

② 金融先物取引業者等検査

平成16事務年度においては、証券検査の際、併せて検査を実施

した（18社）。

③ 自主規制機関

平成15事務年度に㈱名古屋証券取引所の検査に着手していたが、

平成16事務年度中に同取引所に対し検査結果通知書を交付し、検

査を終了した。
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� 平成16事務年度中に検査が終了したもの（平成15事務年度以前に

検査着手分を含む。）のうち、重大な法令違反等が認められた17件

（証券会社16社、登録金融機関 1 社及び外務員32人）については、

内閣総理大臣及び金融庁長官に対して勧告を行い、これを受けて行

政処分等が実施されている（第 6章「勧告」参照）。

なお、勧告事案に限らず検査において認められた問題点について

は、行政担当部局へ連絡している。これを受けて、行政担当部局は、

被検査会社に対して改善策等の報告を求めている。

� 平成16事務年度における特色としては、登録金融機関（証券業の

登録を受けた金融機関）に対する検査着手件数が、昨年（13件）と

比較して27件と大幅に増加していることが挙げられる。これは、投

資信託の取扱量の増加や平成16年12月からの証券仲介業の解禁等に

伴い、登録金融機関に対する検査を重点的に行ったことによるもの

であり、その結果、監視委員会発足以来、初めて登録金融機関に対

し行政処分等を求める勧告（本文70頁以下参照）を行った。

また、効率的かつ効果的な検査の実施の観点から、各種情報を活

用した機動的な検査や資本関係にある証券会社や登録金融機関に対

する同時一斉検査を実施した。
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（注 1 ）検査終了欄は、平成16事務年度に着手し、同年度末までに被検査

会社に対し検査結果通知書を交付し、検査が終了した件数を表す。

（注 2 ）特別検査は検査計画には計上していないが、検査着手及び検査終

了には計上している。

（注 3 ）このほか、財務局長等が単独で支店のみの検査を実施したものが

23支店（うち、検査を終了したものは23支店）ある。

（注 4）外国証券会社は、監視委員会が検査を実施している。

２ １検査対象当たりの平均延べ検査投入人員

平成16事務年度に検査着手した監視委員会検査及び財務局等検査

（支店単独検査を除く。）の 1検査対象当たりの平均延べ検査投入人員

（臨店期間分）は、国内証券会社97人・日、外国証券会社125人・日、

登録金融機関42人・日となっている。なお、国内証券会社の最少検査

投入人員は12人・日、最多検査投入人員は947人・日となっている。
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別表 平成16事務年度の検査実施状況

区 分 検査計画 検査着手 検査終了

証券会社 110社 113社 95社

国内証券会社 94社 96社 83社

監視委員会 12社 13社 12社

財務局長等 82社 83社 71社

外国証券会社 16社 17社 12社

登録金融機関 25社 27社 24社

監視委員会 5社 7社 6社

財務局長等 20社 20社 18社



第５ 検査結果の概要

１ 証券会社に対する検査
� 検査において認められた問題点

平成16事務年度に検査が終了した証券会社は118社（特別検査を

含み、支店単独検査は含まない。）であるが、このうち55社におい

て問題点が認められた。問題点が認められた55社中、45社において

市場ルール等の違反行為が認められたほか、証券会社の営業姿勢や

内部管理体制に関する問題点も多数認められた（附属資料160頁参

照）。また、前回検査で指摘した問題点については、各社ともおお

むね改善はされているが、一部の証券会社においては過去の検査と

同一の問題が引き続き発生しているものが認められた。特に、前回

までの検査において、複数回にわたり取引一任勘定取引の契約の締

結をする行為について指摘を受けているにもかかわらず、平成16事

務年度においても同様な法令違反行為を行っていた証券会社が認め

られており、会社勧告を行った。

� 問題点が認められた事例

イ 市場ルール等の遵守状況については、一部の証券会社において、

次のような問題点が認められた。

Ａ 法令違反（①～⑦については勧告を行っており、第 5 章第 2

「１ 証券会社の処分を求める勧告」及び「２ 役職員の処分

を求める勧告」で記述する。⑧～⑫については、勧告を行って

いないが、①～⑦と同様に証券会社に対し通知を行い、そのう

ち、新たな指摘であるなど、他社に対する警鐘となり得るもの

については、四半期に一度の割合でホームページに概要を公表

している）。
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① 向い呑み行為

② 取引一任勘定取引の契約を締結する行為

③ 有価証券の売買その他の取引に関し、虚偽の表示をし又は

重要な事項につき誤解を生ぜしめるべき表示をする行為

④ 実勢を反映しない作為的相場を形成させるべき一連の有価

証券の売買取引をする行為又は実勢を反映しない作為的相場

が形成されることとなることを知りながら一連の有価証券の

売買取引の受託をする行為

⑤ 投機的利益の追求を目的とした有価証券の売買

⑥ 投資信託受益証券の乗換勧誘に際し、重要な事項について

説明を行っていない状況

⑦ 有価証券の売買又は委託の取次ぎにおいて本人確認を行わ

ない行為又は本人確認記録を作成しない行為

⑧ 取引報告書の不交付〔証取法第41条〕

証券管理部長は、顧客に対して、あらかじめ書面等により

取引報告書の交付を要しない旨の了承を得ることなく、平均

単価取引が記載された報告書を交付するだけで、個別の原取

引について取引報告書を交付していなかった。

⑨ 損失を補てんするため財産上の利益を提供する行為〔証取

法第42条の 2第 1 項第 3 号〕

営業員は、顧客の有価証券の売買に関して生じた損失の一

部を補てんするため、名目を見舞金とした上で、現金を当該

顧客口座に入金する方法により、財産上の利益を提供してい

た。

⑩ 法人関係情報に関する不十分な管理の状況〔証取法第43条

第 2 号に基づく行為規制府令第10条第 4号〕

当社は、法人関係情報を公表前に入手したが、内部管理統
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括部売買管理グループへの法人関係情報報告書の提出がなさ

れておらず、また、報告を受けるべき内部管理統括部売買管

理グループにおいても情報入手の事実を認識していながら報

告書提出状況を管理せずに放置している他、情報受領日から

公表前日までの間、売買手口の監視が行われていなかった。

⑪ 顧客に関する非公開情報を特定法人等から受領又は提供す

る行為〔証取法第45条第 3号に基づく行為規制府令第12条第

1 項第 7 号〕

日本国債部の営業員は、顧客の非公開情報が記載された収

益表を顧客から情報共有同意書を得ることなく、当社と共通

の親会社を持つデリバティブ専業会社から受領していた。

⑫ 政令で定めるところに違反した空売り〔証取法第162条第

1 項第 1 号〕

ⅰ 営業員は、顧客から受注した50単元を超える信用新規売

り注文を、証券取引所の直近公表価格を下回る価格で発注

していた。

ⅱ 営業員は、株券を有しないで行った売り注文を空売りで

あるか否かの別を確認せずに受託し、空売りを明示するこ

となく取次証券会社に申込みを行っていた。

Ｂ 自主ルール違反

⑬ 外国証券取引口座設定申込書受入れ前の注文の受託・執行

〔日証協公慣規第 4 号「外国証券の取引に関する規則」第 3

条第 2項〕

当社は、顧客から外国口座申込書の提出を受け入れること

なく、外国証券の取引の注文を受託、執行していた。

⑭ 取引の公正性を確保せずに行った外国債券の取引〔日証協

公慣規第 4号「外国証券の取引に関する規則」第18条第 1項〕
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当社は、合理的な方法で算出された社内時価を基準として

適性な取引価格により取引を行わず、その取引の公正性を確

保していなかった。

⑮ 営業員による無断売買〔日証協公慣規第 8 号「証券従業員

に関する規則」第 9条第 3項第 4号〕

営業員は、顧客の同意を得ることなく、当該顧客の計算に

より有価証券の売買を行っていた。

⑯ 地場出し〔日証協公慣規第8号「証券従業員に関する規則」

第 9 条第 3 項第 5 号〕

営業員は、他社に開設している自分名義の口座を使用し、

株券の売買注文を出していた。

⑰ 営業員による名義貸し〔日証協公慣規第 8 号「証券従業員

に関する規則」第 9条第 3項第11号〕

営業員は、顧客の有価証券の売買について、自己と特別の

関係にある者の名義を使用させていた。

⑱ 仮名取引の受託〔日証協公慣規第 8 号「証券従業員に関す

る規則」第 9条第 3項第12号〕

営業員は、顧客が本人名義以外の名義を使用していること

を知りながら、注文を受託、執行していた。

⑲ 営業員による名義借り〔日証協公慣規第 8 号「証券従業員

に関する規則」第 9条第 3項第13号〕

営業員は、顧客の口座を使用して、自己の計算に基づく株

券の売買を行っていた。

⑳ 業務に関する書類の未交付〔日証協公慣規第 8号「証券従

業員に関する規則」第 9 条第 3 項第16号〕

本店店長は、顧客に対し交付すべき受入保証金明細等の書

類を会社内の自己の机の中等に保管しており、遅滞なく顧客
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に交付していなかった。

� 営業員による顧客との金銭貸借〔日証協公慣規第 8号「証

券従業員に関する規則」第 9条第 3項第17号〕

営業員は顧客との取引に際し、信用取引保証金の一部に充

当する等の目的で立替えを行っていた。

� 従業員限りの広告〔日証協公慣規第 8号「証券従業員に関

する規則」第 9条第 3項第20号〕

営業員は、顧客に対し投資信託の組入株式銘柄を勧誘する

に際し、社内向け資料を切り貼りした上で、加筆をし、支店

広告審査担当者の審査を受けることなく顧客にＦＡＸにより

送信していた。

ロ 営業姿勢については、一部の証券会社において、次のような問

題点が認められた。

① 同一通貨建て外国商品の乗換勧誘時における不適正な取扱

い

同一通貨建て外国商品の乗換えに際して、外貨決済につい

ての誤った認識から、顧客に為替手数料の説明をしなかった

こと及び外貨決済が可能との選択肢を与えなかったことの結

果、複数の顧客に対し無用な為替手数料を負担させていた。

② 投資信託の乗換えに伴うスイッチングの一部未利用

ファンド間の同日乗換えに際して、販売手数料が減額され

るスイッチング制度の利用に当たり、適切な手続きを取らな

かったことから、当該制度の未利用となり、複数の顧客に対

し、無用な手数料を負担させていた。

ハ 内部管理体制については、一部の証券会社において、次のよう
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な問題点が認められた。

① 売買審査の不備

自己売買における作為的相場形成が疑われる行為について、

ディーラーの売買取引に対する審査が十分に行われておらず、

売買審査が機能しない体制となっていた。

② 顧客管理の不備

転居先不明等で取引報告書等の郵便物が未着になっている

顧客に対し、長期にわたり、取引報告書等の未着のまま顧客

の取引を継続させており、顧客管理体制に不備が認められた。

③ 法令遵守意識の欠如

経営陣は、社内検査において中国株式の一斉買付け等の異

常な取引が行われている疑いがあると把握していたにもかか

わらず、営業を優先した営業員による法令違反行為を看過す

るなど、法令遵守意識が欠如していると認められた。

２ 登録金融機関に対する検査
平成16事務年度に検査が終了した登録金融機関は28社であるが、登

録金融機関に対する検査については、証券会社に対する検査と同様、

市場ルール等の遵守状況、投資勧誘等の営業姿勢、内部管理体制の点

検を行った。その結果、一部の登録金融機関において、次のような問

題点が認められた。

Ａ 法令違反（①～②については勧告を行っており、第 5 章 2

「３ 登録金融機関の処分を求める勧告」で記述する。）

① 有価証券の私募の取り扱いに関し、重要な事項につき誤解

を生ぜしめるべき表示をする行為

② 信用の供与の条件として私募の取扱いをする行為

③ なりすましの疑いのある取引について本人確認を行わない
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行為〔本人確認法第３条第１項〕

親族口座を使用した投資信託の売買を行った際、本人確認

を行っていなかった。

Ｂ 自主ルール違反

④ 国債窓販に係る取引報告書交付方法の不備〔日証協公慣規

第 6 号「有価証券の寄託の受入れ等に関する規則」第13条第

1 項〕

国債等公共債の売買に関する事務取扱要領を制定している

が、取引報告書の交付方法を規定していなかった。また、取

引報告書を郵送するという認識がない営業員は取引報告書を

郵送せず顧客に手交していた。

⑤ 営業員による名義借り〔日証協公慣規第 8 号「証券従業員

に関する規則」第 9条第 3項第13号〕

複数の営業員が、自己の有価証券の売買について、顧客で

ある親族の名義を使用していた。

⑥ 営業員による顧客との金銭貸借〔日証協公慣規第 8号「証

券従業員に関する規則」第 9条第 3項第17号〕

複数の営業員が親族の投資信託の取引に際し、親族の口座

への振替入金等の手法により買付代金を立替えていた。

Ｃ 営業姿勢

① 償還乗換優遇制度について十分な説明を行わない投資信託

の販売

償還乗換優遇制度について説明が不十分であったことから、

同制度が十分に活用されておらず、顧客から無用な申込手数

料を徴収して、投資信託を販売している状況にあった。

Ｄ 内部管理体制

① 広告審査体制の不備
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投資信託の販売に際して、報道各社に対し、商品内容等の

ニュースリリースをし、ホームページ上で一般投資家向けに

掲載している広告内容の審査について、広告責任者は部下任

せとし、自ら審査を行っておらず、広告審査体制が不十分な

状況であった。

② 投資信託販売に係る内部管理の不備

役職員に対する指導、研修や内部検査に不備があり、禁止

行為等に対する牽制が機能していなかった。

３ 金融先物取引業者等に対する検査
金融先物取引業者等に対する検査については、証券会社等検査の際

に併せて実施し、市場ルール等の遵守状況の点検、投資勧誘等の営業

姿勢の実態把握を行ったが、特に問題は認められなかった。

４ 自主規制機関に対する検査
自主規制機関に対する検査は、証券取引所の株式会社化や自主規制

業務の重要性の高まり等を踏まえ、原則として金融庁検査局との同時

検査により、証券取引所の業務及び財務の状況について総合的に検証

することを目的として実施しているものである。

平成16年 5 月に㈱名古屋証券取引所に対する検査を実施し、平成16

年７月に検査結果通知書を交付し検査を終了した。
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第６ 平成17事務年度証券検査基本方針及び証券検査基
本計画

平成17年度（平成17年 7月 1日から平成18年 6月30日まで）については、

平成17年 7 月21日、証券検査基本方針及び証券検査基本計画を以下のとお

り定めた。

平成17事務年度証券検査基本方針及び証券検査基本計画

第１ 証券検査基本方針

１．基本的考え方

近年の内外の経済・金融情勢の変化に対応し、市場機能を中核

とする金融システムの改善・強化の必要性などから、証券市場等

を巡る様々な制度的基盤の整備が進められてきている。このよう

な中、証券取引等監視委員会の市場監視機能・体制の強化が図ら

れ、本年 7 月からは、これまでの取引の公正確保に係る検査権限

に加え、証券会社等の財務の健全性等の検査項目及び投資信託委

託業者等の検査対象先に係る検査権限がそれぞれ大幅に拡大された。

これらを踏まえ、監視委員会としては、これまでの証券検査の

基本的考え方である取引の公正確保や個人投資家の保護について、

引き続きこれを維持するとともに、新たな検査権限についても適

切にこれを行使することにより、検査項目や検査対象先の相互の

有機的な関連にも関心をもって、総合的な視野からの深度ある検

査を実施していくこととする。

監視委員会の基本的な使命は、市場に対する信頼を保持してい

くことであり、その中核としての役割を担う証券会社等の検査対

象先に対する検査権限を厳正かつ的確に執行することが、引き続
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き証券検査に求められる最も重要な役割であると考えている。

証券検査は、情報通信技術の発展やクロスボーダー取引の増加

など証券市場等を巡る環境の変化に即応して、効率的かつ効果的

に実施することが重要であり、その結果に基づき、金融庁等に対

し、行政処分等を求める勧告を行うとともに、新たな市場ルール

の整備についても関心をもって、常に建議に向けた適正な対応を

図っていくこととする。

平成17事務年度（平成17年 7 月～18年 6月）の証券検査におい

ては、新たな検査体制と権限の下で、公正かつ透明性の高い健全

な証券市場等の確立のため、証券会社等の法令の遵守を図り、市

場に対する投資者等の信頼を保持することを目指すこととし、特

に個人投資家の保護に全力を尽くすことを最大の目標とする。

２．平成16事務年度検査結果

平成16事務年度（平成16年 7 月～17年 6月）の検査結果をみる

と、「実勢を反映しない作為的相場を形成させるべき一連の有価

証券の売買取引をする行為」、「有価証券の売買等に関し、虚偽の

表示をする行為又は誤解を生ぜしめるべき表示をする行為」、「多

数の営業員による取引一任勘定取引の契約を締結する行為」又は

「投資信託の乗換えを勧誘するに際し、乗換えに関する重要な事

項について説明を行っていない状況」など一部の検査対象先にお

いては重大な法令違反行為が認められた。

また、営業姿勢面では、「償還乗換優遇制度について十分な説

明を行わない投資信託の販売」など顧客に対し誠実かつ公正に業

務を執行しているとはいい難い事例が認められた。
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さらに、内部管理面では、指摘を行った法令違反行為等に関し、

当該行為発生の要因となる内部管理体制の不備が認められた。

特に、検査重点事項のひとつであった登録金融機関に対する検

査件数が大幅に増加しており、登録金融機関について、初めて行

政処分等を求める勧告を行った。

３．平成17事務年度の検査実施方針

以上の基本的考え方及び最近の検査結果等を踏まえ、平成17事

務年度における証券会社等に対する検査は、特に以下の点に重点

を置いて実施することとする。

� 効率的な証券検査のための事務運営上の重点事項

限られた資源の有効活用の観点から、効率的な検査実施のた

めの方策を講じ、その実効性の確保を図る。

① 検査対象先の弾力的選定

検査対象先については、機動的かつ効率的な検査実施の観点

から、市場の動向について専門的な分析を行っている市場分析

審査室の審査結果の活用に加え、情報収集・検査結果分析体制

の強化による分析結果、前回検査の結果及び検査周期等を総合

的に勘案して、弾力的に選定する。

その際、これまでの検査実施状況等からみて検査周期に変化

をつけることなどによって、検査周期の差別化を図ることによ

り、機械的・画一的な選定とならないよう留意する。

② 複眼的視野からのグループ一体型検査の実施
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親子法人間における弊害防止措置規定の遵守状況や資本関係

等にあるグループ内取引の内容等の検証に当たり、効率的かつ

深度ある検査を行うため、証券会社、投資信託委託業者、投資

顧問業者、登録金融機関及び証券仲介業者等のグループ内検査

対象先の一体型の同時検査を実施する。

なお、いわゆる金融コングロマリットを構成しているグルー

プ内の検査対象先についても、同様の観点から、金融庁検査局

との間で、同時検査も含めた必要な連携を図る。

③ 検査・監督部局の連携強化

効率的かつ効果的な検査実施の観点から、監視委員会と監督

部局がそれぞれの独立性を尊重しつつ、監督部局が監督を通じ

て把握した検査に有効な情報の受入れや監視委員会が検査を通

じて把握した監督に有効な情報の提供を行うことによって、検

査・監督相互の問題意識や情報を共有するなど適切な連携を図

る。

④ 財務局監視官部門との連携強化

委員会と財務局監視官部門との検査手法や問題認識の共有に

加え、グループ内検査対象先の一体型の同時検査の円滑な実施

の観点から、合同検査の積極化を含めた相互の連携を図る。

また、証券検査実施計画の調整や検査で把握した問題点等の

情報交換の積極化を図る。

⑤ 基本指針や改正検査マニュアルの公表
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効率的かつ効果的な検査の実施や検査対象先の負担軽減等の

観点から、検査の基本事項や検査実施の手続等を定めた「証券

検査に関する基本指針」を策定したほか、監視委員会における

証券検査の着眼点等を定めた「証券検査マニュアル」等を一部

改正し、検査プロセスの透明化や検査実施の円滑化に資するた

め、これらを公表した。

� 深度ある効果的な証券検査のための検査実施上の重点事項

検査権限の適正な行使により、検査機能を有効に発揮する観

点から、深度ある効果的な検査実施のための方策を講じ、その

実効性の確保を図る。

① 深度ある問題把握のための着眼点

検査において認められた業務運営上の問題については、その

事実関係や経緯等を分析することにより、法令に抵触するか否

かにとどまらず、内部管理やリスク管理などの管理上の問題と

の関連性を検討し、業務運営上の問題の発生原因を追究するこ

ととする。その際、形式的な管理体制の存在のみならず、その

体制が有効に機能しているかについて深度ある検証を行う。さ

らに、経営の基本方針等との相互関連性を検証することによっ

て、経営管理上の問題の把握にも努める。

なお、問題の把握に当たっては、検査対象先の組織としての

責任について重点的に検証を行うとともに、職務権限と責任の

明確化を徹底し、再発防止等のために可能な限り行為者を特定

する。
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② 投資者保護の観点からの投資勧誘状況の検証

投資者保護及び誠実かつ公正な営業姿勢を確保する観点から、

適切な投資勧誘が行われているかについて的確に検証する。

特に個人投資家等に対して、デリバティブを組み込んだ複雑

な金融商品や新しいタイプの証券化商品を販売する際に、商品

内容の説明やその特性、リスク等の説明において誤解を生ぜし

めるべき表示等の法令違反行為が行われていないか、投資信託

の乗換えを勧誘する際に、乗換えに関する重要な事項について

説明が行われているか、いわゆる適合性原則の観点から問題が

ないか等を的確に検証する。

③ 公正な価格形成を阻害するおそれのある行為の検証

公正かつ透明性の高い健全な証券市場の構築のための根幹で

ある公正な価格形成を阻害するおそれのある行為を行っている

証券会社等やそのような行為を受託している証券会社等に対し

ては、厳正に検査を実施するとともに、その売買審査体制等に

対する踏み込んだ検証を行う。

また、インターネット取引を取り扱う証券会社については、

顧客の注文がそのまま市場に取り次がれるといった特質を考慮

した売買審査体制等についても検証する。

④ 法人関係情報に係る管理体制の検証

企業の資金調達や組織再編等のための手段が多様化し、証券

市場に影響を与える情報の増加が見込まれることを踏まえ、不

公正な取引を防止する観点から、法人関係情報が適切に管理さ
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れているか、すなわち、法人関係情報の登録、情報隔壁及び売

買管理等の一連の管理状況について、不公正な取引の未然防止

上、これらが十分機能する体制となっているかなどについて、

その実態把握も含め重点的に検証する。

⑤ 最良執行義務の適正な遵守状況の検証

市場間競争の制度的枠組みの整備に伴って導入された最良執

行義務は、投資者保護上重要な規定と位置づけられていること

から、最良執行方針等の作成、公表、執行、交付及び最良執行

説明書の交付等の適正な法令遵守状況について重点的に検証す

る。

その際に、最良執行義務が顧客にとって最も有利な条件で売

買を執行するような合理的な注意を尽くす義務であることにか

んがみ、利益相反の可能性のある行為等が行われていないかに

ついても留意する。

⑥ 財務の健全性等の検証

証券会社等の財務の健全性等の検証に当たっては、監督部局

におけるオフサイト・モニタリングの状況を踏まえ、自己資本

規制比率や顧客資産の分別保管義務の遵守状況を中心に検証す

る。

なお、自己資本規制比率の著しい低下や分別保管義務違反が

認められ、投資者保護上影響があると考えられる場合等には、

監督部局に速やかに連絡するなど機動的な対応を図る。
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⑦ 登録金融機関に対する法令遵守状況の検証

登録金融機関の業務範囲の拡大や業務量の増加がみられるこ

とにかんがみ、投資信託の販売に係る行為規制等の遵守状況に

加え、証券仲介業務が可能となったことに伴って新たに設けら

れた弊害防止措置規定や法人関係情報に関する規定等の遵守状

況についても的確に検証する。

特に、前事務年度において、信用の供与の条件として私募の

取扱いをする行為などの法令違反行為によって、初の登録金融

機関に関する勧告事例が認められたことも踏まえ、登録金融機

関特有の行為規制の遵守状況等について重点的に検証する。

また、顧客資産の分別保管義務の遵守状況についても、その

重要性にかんがみ、的確に検証する。

⑧ 新たな検査対象先における適正な業務遂行についての検証

投資者保護等を図る観点から、資産運用や投資助言業務を適

正に遂行する役割を担う投資信託委託業者や投資顧問業者に対

し、顧客等のための忠実義務や善管注意義務等の法令遵守状況

について重点的に検証する。

また、外国為替証拠金取引を行う金融先物取引業者に対し、

勧誘の要請をしていない一般顧客に対して訪問又は電話による

勧誘をすることを禁止した、いわゆる不招請勧誘の禁止等の取

引の公正確保に係る行為規制についても重点的に検証する。

⑨ 自主規制機関の適切な機能発揮のための検証

常に自主規制機関と情報交換を図ることによって、業界の実
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態把握に努めるとともに、機動的かつ実効性の高い自主規制機

能が適切に発揮されているかについて検証する。

特に、市場間競争の進展等の環境変化の中で、会員等に対す

る規則の制定、検査や監査等を行う業務及びその結果に基づく

必要な処分等の措置を行う業務等の自主規制機能について的確

に検証する。

⑩ 過去の証券検査における問題点の改善状況

過去に指摘されている法令違反行為事項等が依然として改善

されていない事例が認められていることにかんがみ、引き続き、

過去の検査で指摘された事項についての改善状況等について重

点的に検証し、繰り返し同一の法令違反行為が行われている場

合には、厳しく対処する。

第２ 証券検査基本計画

１．証券会社等検査

国内証券会社 90社（うち財務局等が行うもの79社）

外国証券会社 10社

登録金融機関 30社（うち財務局等が行うもの24社）

投信・投資顧問業者 51社（うち財務局等が行うもの35社）

金融先物取引業者 5社（うち財務局等が行うもの5社）

（注 1）上記検査に代えて、特別検査を実施することがある。

（注 2 ）国内証券会社については、上記のほかに、支店のみを対象と

した検査を21支店実施する。
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（注３）証券会社の検査に併せ、必要に応じて証券仲介業者に対する

検査を実施する。

（注４）上記のほかに、金融先物取引業者は、証券会社等検査の際併

せて実施するものもある。

２．その他証券検査

自主規制機関 必要に応じて実施
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第５章 勧 告

第１ 概 説

監視委員会は、検査、課徴金調査又は犯則事件の調査を行った場合にお

いて、必要があると認めるときは、その結果に基づき、証券取引等の公正

を確保するため行うべき行政処分その他の措置（以下「行政処分等」とい

う。）について内閣総理大臣及び金融庁長官に勧告することができる（設

置法第20条第 1項）。

具体的には、証券会社等の法令違反行為が把握された場合に行政処分等

を行うことを求める勧告、証券会社等の役職員の法令違反行為に対して自

主規制機関に処分等を行わせることを求める勧告や、内部者取引等の不公

正取引の法令違反に該当する行為者に対し課徴金納付命令の発出を求める

勧告などが挙げられる。

監視委員会は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対し、勧告に基づいてとっ

た措置について報告を求めることができる（同条第 2項）。

なお、監視委員会から行政処分等を求める勧告を受けた内閣総理大臣又

は金融庁長官は、監視委員会の検査結果等を踏まえ、改めて当事者に対す

る聴聞を行った上、相当と認められる場合には、証券会社の登録取消し、

業務停止などの行政処分等を行うことになる。

証券会社の外務員に対する行政処分等については、その事務が内閣総理

大臣から日本証券業協会に委任されていることから（証取法第64条の 7 第

1 項）、日本証券業協会は、監視委員会の検査結果等を踏まえ、改めて当

事者に対する聴聞を行った上、相当と認められる場合には、外務員登録の

取消処分又は外務員の職務停止処分を行うことになる。

課徴金納付命令を求める勧告を受けた内閣総理大臣及び金融庁長官は、

審判手続開始の決定を行い、審判官が、審判手続を経た上、事件について
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の決定案を作成し、金融庁長官（内閣総理大臣より委任）が決定案に基づ

き課徴金の納付を命ずる決定を行うことになる。

第２ 勧告の実施状況及び勧告に基づいて執られた措置

監視委員会は、平成16事務年度において、証券会社や登録金融機関に対

する検査及び犯則事件の調査の結果に基づき、内閣総理大臣及び金融庁長

官に対し、法令違反等の事実が認められた17社に対して行政処分等を行う

ことを求める勧告を実施している（財務局長等の検査結果に基づくもの12

件を含む。）。

これらの勧告のうち、証券会社について行政処分を求めるものは13件・

12社、登録金融機関について行政処分を求めるものは 2件・ 1社、証券会

社若しくは登録金融機関の役職員について行政処分等を求めるものは18件・

32人である。

（注）証券会社及び証券会社の役職員についてともに行政処分等を求めるもの

が12件、登録金融機関及び登録金融機関の役職員についてともに行政処

分等を求めるものが 1 件あり、また、 1 社に複数の法令違反行為等の指

摘を行う場合があるため、合計件数は勧告件数17件とは一致しない。

勧告の対象となった主な法令違反の行為者別・内容別の事実関係及びこ

れに対して金融庁長官等が行った行政処分等の内容は、以下のとおりであ

る（詳細は附属資料170頁以下参照）。

１ 証券会社の処分を求める勧告

① 向い呑み行為〔平成16年法律第97号による改正前の証取法第39条
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違反、外証法第14条第１項で準用〕

○ キャンターフィッツジェラルド ショウケン カイシャ リミ

テッド日本国債部長、同部営業員ほか 6名は、その業務に関し、

多数回にわたり、多数の顧客から受託した有価証券の売買の委託

注文について、自己が相手方となって取引を成立させた。

・勧告年月日 平成16年 9月10日

・行政処分の内容 業務改善命令（①内部管理体制の充実・強

化、役職員の法令遵守の徹底及び再発防止策

を策定すること。また、上記法令違反行為に

ついて責任の所在を明確化すること、②上記

①について、その対応状況を書面で報告する

こと）

※ この勧告では、外務員 2 名についても処分を求めている。

② 取引一任勘定取引の契約を締結する行為〔証取法第42条第 1項第

5 号違反〕

○ 中央証券㈱本店営業部副部長ほか 1名は、その業務に関し、そ

れぞれの顧客との間で、株券の売買の受託につき、顧客の個別の

取引ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格の全部

について定めることができることを内容とする契約を締結した上

で、取引を受託、執行した。

・勧告年月日 平成16年11月16日

・行政処分の内容 イ 本店営業部の業務のうち、株券の売買

に係る受託業務の停止 2 日間

ロ 業務改善命令（①内部管理体制の充実・

強化を図るとともに、責任の所在の明確

化を図ること、②広告審査体制の充実・
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強化を図ること、③法令違反の根絶に向

けた「再発防止策」を策定し、全役職員

に周知徹底すること、④研修等により全

役職員に対して法令遵守意識の徹底を図

ること）

※ この勧告では、外務員 1 名についても処分を求めている。

（注）上記の処分内容は、この法令違反とともに勧告の対象とした③の

「有価証券の売買その他の取引に関し、重要な事項につき誤解を生

ぜしめるべき表示をする行為」に係る処分を含む。

○ 飯塚中川証券㈱取締役は、その業務に関し、複数の顧客との間

で、株券等の売買の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同意を

得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格の全部について定めるこ

とができることを内容とする契約を締結した上で、取引を受託、

執行した。

・勧告年月日 平成17年 2月23日

・行政処分の内容 イ 本店営業部の業務のうち、株券及び債

券の売買に係る受託業務の停止 1日間

ロ 業務改善命令（①法令等遵守に係る経

営姿勢及び取締役の果たすべき役割を明

確にすること、②内部管理体制の充実・

強化を図るとともに、責任の所在の明確

化を図ること、③法令違反の根絶に向け

た「再発防止策」を策定し、全役職員に

周知徹底すること、④研修等により全役

職員に対して法令等遵守意識の徹底を図

ること、⑤社内検査の充実・強化のため
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の具体策を策定すること、⑥上記①から

⑤についてその対応状況を書面で報告す

ること、その実施状況を四半期ごとに書

面で報告すること）

※ この勧告では、外務員 1 名についても処分を求めている。

○ 明和證券㈱小山支店長（当時）は、その業務に関し、顧客との

間で、株券の売買の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同意を

得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格の全部について定めるこ

とができることを内容とする契約を締結した上で、取引を受託、

執行した。

・勧告年月日 平成17年 6月 3日

・行政処分の内容 イ 小山支店の業務のうち、株券の売買に

係る受託業務の停止 4日間

ロ 業務改善命令（①内部管理体制の充実・

強化を図るとともに、責任の所在及び法

令遵守に係る経営姿勢の明確化を図るこ

と、②法令違反行為の根絶に向けた「再

発防止策」を策定し、役職員に周知徹底

すること、③全役職員に対し法令遵守意

識の徹底を図る観点から、実効ある方策

を講じること）

※ この勧告では、外務員 1 名についても処分を求めている。

○ 丸八証券㈱常務執行役員法人部長（当時）ほか14名は、その業

務に関し、それぞれの顧客との間で、株券等の売買の受託につき、

顧客の個別の取引ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及
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び価格の全部又はこれらの一部について定めることができること

を内容とする契約を締結した上で、取引を受託、執行した。

・勧告年月日 平成17年 6月21日

・行政処分の内容 イ 全店における業務のうち、株券の売買

に係る受託業務の停止 2 日間

ロ 本店営業部における業務のうち、株券

の売買に係る受託業務の停止 2 日間

ハ 業務改善命令（①法令遵守に係る経営

姿勢を明確にすること、②内部管理体制

の見直しを図るとともに、責任の所在の

明確化を図ること、③法令違反の根絶に

向けた「再発防止策」を策定すること、

④全役職員に対する「法令遵守の徹底」

に係る研修を実施すること、⑤社内検査

の充実・強化のための具体策を策定する

こと）

※ この勧告では、外務員 8 名についても処分を求めている。

③ 有価証券の売買その他の取引に関し、虚偽の表示をする行為又は

重要な事項につき誤解を生ぜしめるべき表示をする行為〔平成16年

法律第97号による改正前の証取法第42条第 1 項第 9 号に基づく行為

規制府令第 4条第 1号違反〕

○ 新潟証券㈱代表取締役社長ほか 1 名は、その業務に関し、平成

元年 1月から同16年 8 月にかけて、割引金融債の取引に関し、多

数の顧客に対し、実際には取得させる意思がないにもかかわらず、

割引金融債を取得させる旨を述べ、また、取得させた事実がない

にもかかわらず、虚偽の内容の取引報告書及び有価証券預り証を
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交付することにより虚偽の表示を行った。

・勧告年月日 平成16年12月22日

・行政処分の内容 イ 全店舗におけるすべての証券業に関す

る業務の停止１ヶ月間

ロ 業務改善命令（①投資者保護の観点か

ら顧客（簿外債務に係る顧客を含む。）

に対し適切な対応をとること、②責任の

所在の明確化及び責任ある経営体制を確

立すること、③取締役会、監査役会等に

おける牽制機能や内部管理体制の充実・

強化を図るとともに、外部監査を含む適

正な監査体制を構築するなど、法令違反

の根絶に向けた「再発防止策」を策定し、

全役職員に周知徹底すること、④全店全

業務の停止期間中も利用しつつ、研修等

を実施するなど、全役職員に対して法令

遵守意識の徹底を図ること、⑤上記①か

ら④についてその対応状況を書面で報告

すること、また、その実施状況を四半期

ごとに書面で報告すること）

※ この勧告では、外務員 1 名についても処分を求めている。

（注）上記の処分内容は、金融庁長官の検査等によって認められた法令

違反等に係る処分を含む。

○ 中央証券㈱本店営業企画部長（当時）、成田支店長（当時）及

び東信支店長（当時）は、その業務に関し、平成13年 8 月31日か

ら同15年 3月12日までの間、複数の銘柄の株券につき、多数の顧
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客に対して買付勧誘を行うに際し、株主になると配当金や株主優

待を享受できることを強調した広告において、一定額の配当金を

将来にわたって毎年受け取れるかのような誤解を生ぜしめるべき

表示を行った。

・勧告年月日 平成16年11月16日

・行政処分の内容 イ 本店営業部の業務のうち、株券の売買

に係る受託業務の停止 2 日間

ロ 業務改善命令（①内部管理体制の充実・

強化を図るとともに、責任の所在の明確

化を図ること、②広告審査体制の充実・

強化を図ること、③法令違反の根絶に向

けた「再発防止策」を策定し、全役職員

に周知徹底すること、④研修等により全

役職員に対して法令遵守意識の徹底を図

ること）

※ この勧告では、外務員 3 名についても処分を求めている。

（注）上記の処分内容は、この法令違反とともに勧告の対象とした②の

「取引一任勘定取引の契約を締結する行為」に係る処分を含む。

④ 実勢を反映しない作為的相場を形成させるべき一連の有価証券の

売買取引をする行為又は実勢を反映しない作為的相場が形成される

こととなることを知りながら一連の有価証券の売買取引の受託等を

する行為〔平成16年法律第97号による改正前の証取法第42条第 1 項

第 9 号に基づく行為規制府令第 4条第 3号違反〕

○ 十字屋証券㈱第二ディーリングチームシニア・ディーラーは、

その業務に関し、平成15年 3 月から同年 9 月にかけて、複数の上

場銘柄の株券について、当該銘柄の株価を自己に有利に動かすこ
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とを意図して、成行又は高い指値の買付けにより当該銘柄の株価

を引き上げ、更にその後最良気配又はこれを下回る価格で買付け

を注文する、一連の売買取引を行った。

・勧告年月日 平成16年10月 8 日

・行政処分の内容 イ 株券に係る自己売買業務の停止15日間

ロ 業務改善命令（①内部管理体制の充実・

強化等を図るとともに責任の所在の明確

化を図ること、②売買管理体制の充実・

強化等「再発防止策」を策定し、役職員

に周知徹底すること、③研修等により全

職員に対して法令遵守意識の徹底を図る

こと、④上記①から③の対応状況を書面

で報告し、その実施状況を四半期ごとに

書面で報告すること）

※ この勧告では、外務員 1 名についても処分を求めている。

○ 藍澤證券㈱ディーリング部ディーラーは、平成15年 4 月から同

年10月にかけて、その業務に関し、多数の上場銘柄の株券につい

て、他の市場参加者からの注文を誘うことにより、当該銘柄の株

価を自己に有利に動かすことを意図して、約定させる意思のない

一連の指値の買付注文を行った。

○ 藍澤證券㈱三島支店支店長（当時）及び同支店営業課課長代理

（当時）は、平成14年 7 月から同年 8 月にかけて、その業務に関

し、特定の上場銘柄の株券について、顧客が当該銘柄の株価を引

き上げることを意図して、高指値の買付注文等により、一連の有

価証券の売買取引を行っていることを認識しながら、当該一連の
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買付注文等を受託、執行した。

・勧告年月日 平成17年 2月23日

・行政処分の内容 イ ①自己の計算による株券の売買業務の

停止10日間、②三島支店の業務のうち株

券の売買に係る受託業務の停止 5日間

ロ 業務改善命令（①内部管理体制（売買

監理体制を含む）の充実・強化等を図る

とともに責任の所在の明確化を図ること、

②法令違反の根絶に向けた「再発防止策」

を策定し、役職員に周知徹底すること、

③全役職員に対し法令遵守意識の徹底を

図る観点から、実効ある方策を講じるこ

と）

※ この勧告では、外務員 3 名についても処分を求めている。

⑤ 「投資信託受益証券の乗換えを勧誘するに際し、顧客に対して、

当該乗換えに関する重要な事項について説明を行っていない状況」

に該当する業務を営む行為〔証取法第43条第 2号に基づく行為規制

府令第10条第 8号違反〕

○ いちよし証券㈱常務取締役ほか 1 名は、その業務に関し、営業

員に対し適切な指導を行っていないことにより、営業員が繰上償

還を迎える投資信託受益証券の乗換勧誘をする場合において、当

該乗換えに関する重要な事項である償還乗換優遇制度について顧

客に対し説明を行わない状況を作り出し、かつ、当該説明の状況

についての社内記録の作成及び保存並びにモニタリングを行う等

の社内管理体制を構築していないことにより、投資信託受益証券

の乗換えを勧誘するに際し、顧客に対して、当該乗換えに関する
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重要な事項について説明を行っていない状況のまま業務を営んで

いた。

・勧告年月日 平成17年 6月 3日

・行政処分の内容 業務改善命令（①内部管理体制の充実・強

化を図るとともに、責任の所在の明確化を図

ること、②法令違反の根絶に向けた「再発防

止策」を策定し、全役職員に周知徹底するこ

と、③研修等により全役職員に対して法令遵

守意識の徹底を図ること）

※ この勧告では、外務員 1 名についても処分を求めている。

○ ワールド日栄フロンティア証券㈱取締役営業本部長及び専務取

締役（当時）は、その業務に関し、営業員に対し適切な指導を行っ

ていないことにより、営業員が繰上償還を迎える投資信託受益証

券の乗換勧誘をする場合において、当該乗換えに関する重要な事

項である償還乗換優遇制度について顧客に対し説明を行わない状

況となっており、かつ、当該説明の状況についての社内記録の作

成及び保存並びにモニタリングを行う等の社内管理体制を有効に

機能させていないことにより、投資信託受益証券の乗換えを勧誘

するに際し、顧客に対して、当該乗換えに関する重要な事項につ

いて説明を行っていない状況のまま業務を営んでいた。

・勧告年月日 平成17年 6月23日

・行政処分の内容 業務改善命令（①内部管理体制の充実・強

化を図るとともに、責任の所在の明確化を図

ること、②法令違反の根絶に向けた「再発防

止策」を策定し、役職員に周知徹底すること、

③全役職員に対し法令遵守意識の徹底を図る
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観点から、実効ある方策を講じること）

※ この勧告では、外務員 2 名についても処分を求めている。

⑥ 相場操縦的行為の禁止〔証取法第159条第 1 項第 4 号、同項第 5

号違反〕

○ ユーエフジェイつばさ証券㈱は、平成13年 6月 4日から同月20

日までの間、東京証券取引所において、前後12取引日にわたり、

㈱キャッツの株券合計35万5,000株について、当該証券会社のす

る売付け又は買付けと同時期に、それと同価格において、他人が

同株券を買い付け又は売り付けることをあらかじめその者と通謀

の上、当該売付け又は買付けをし、もって、同株券について馴れ

合いの売買を行った。

・勧告年月日 平成17年 1月 7日

・行政処分の内容 イ 自己の計算による株券の売買業務の停

止10日間

ロ 業務改善命令（①再発防止策の策定、

②内部管理体制の充実・強化及び売買監

視体制の充実・強化、③役職員の法令遵

守意識の徹底・研修の実施及び責任の所

在の明確化④上記①から③の対応状況を

書面で報告すること）

⑦ 有価証券の売買又は委託の取次ぎにおいて本人確認を行わない行

為及び本人確認記録を作成しない行為〔本人確認法第 3条第 1項、

第 2 項及び同法第 4条第 1項違反〕

○ クレディ アグリコル インドスエズ セキュリティズ（ジャ

パン）リミテッド取締役ほか 1名は、平成15年 2 月26日から同17
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年 1月21日までの間、その業務に関し、複数の法人顧客につき、

当該法人顧客若しくは当該取引の任に当たる自然人に係る必要な

本人確認を行うことなく、又は、本人確認記録を作成することな

く、取引口座を開設した。

・勧告年月日 平成17年 6月17日

・行政処分の内容 是正命令（①当該違反行為の是正、②責任

の所在の明確化、③役職員の法令遵守意識の

徹底、④本人確認及び本人確認記録の作成の

徹底を含む顧客管理体制の構築とその実効性

の確保、⑤上記①から④の対応状況を書面で

報告すること）

※ この勧告では、外務員 1 名についても処分を求めている。

２ 役職員の処分を求める勧告

証券会社の役職員（外務員登録をしている者）の処分を求める勧告

については、以下の類型の法令違反行為が認められた（役職員の処分

勧告のみを行ったものについて記載しており、会社勧告を併せて行っ

たものは含んでいない。）。

① 取引一任勘定取引の契約を締結する行為〔証取法第42条第 1項第

5 号違反〕

外務員は、複数の顧客との間で、株券の売買の受託につき、顧客

の個別の取引ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格

の全部について定めることができることを内容とする契約を締結し

た上で、取引を受託、執行した。（勧告対象 4社 4名）

② 役職員の投機的利益の追求を目的とした有価証券の売買〔証取法
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第42条第 1 項第10号（平成17年 3月31日以前の行為は、平成16年法

律第97号による改正前の第42号第 1項第 9号）に基づく行為規制府

令第 4条第 5号違反〕

外務員は、自己の利益追求を図るため、顧客の口座を使用して、

自己の計算に基づく株券の売買を多数回にわたり行った。（勧告対

象 1 社 1名）

なお、個別の勧告事案の概要については、附属資料170頁以下に

掲載した。

３ 登録金融機関の処分を求める勧告

① 有価証券の売買その他の取引に関し、重要な事項につき誤解を生

ぜしめるべき表示をする行為〔平成16年法律第97号による改正前の

証取法第42条第 1 項第 9 号に基づく金融機関の証券業務に関する内

閣府令第21条第 1 号違反、証取法第65条の 2 第 5項で準用〕

○ シティバンク、エヌ・エイ丸の内支店営業第 2 部ヴァイスプレ

ジデント 2名は、その業務に関し、平成15年 6月 4日、同年 7 月

4 日及び同年 8 月28日、複数の顧客に対し、それぞれ、仕組債

（個々の顧客の投資意向に応じて各種条件が付されて発行される

債券）の私募の取扱いに関し、当該債券の商品性が適切に記載さ

れていない勧誘資料を交付等することにより、重要な事項につき

誤解を生ぜしめるべき表示を行った。

・勧告年月日 平成16年 9月14日

・行政処分の内容 業務改善命令（①内部管理体制の充実・強

化、②再発防止策の策定・実施及び責任の所

在の明確化、③法令遵守体制の充実・強化、
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④適正な投資勧誘の履行を確保するための体

制についての抜本的見直しとその構築（広告

等審査体制の充実・強化を含む）、⑤上記①

から④に係る改善計画を提出し、直ちに実行

すること、⑥上記⑤の実行後、 3ヶ月毎に計

画等の進捗・実施及び改善状況を報告するこ

と）

※ この勧告では、外務員 2 名についても処分を求めている。

（注）上記の処分内容は、この法令違反とともに勧告の対象とした②の

「信用の供与の条件として私募の取扱いをする行為」に係る処分を

含む。

② 信用の供与の条件として私募の取扱いをする行為〔平成16年法律

第97号による改正前の証取法第42条第 1項第 9号に基づく金融機関

の証券業務に関する内閣府令第21条第 6 号違反、証取法第65条の 2

第 5 項で準用〕

○ シティバンク、エヌ・エイ丸の内支店は、プライベートバンキ

ング業務において、平成15年 4月、特定の顧客に対して、仕組債

の取得の申込みの勧誘と当該債券の取得代金等の融資の提案を併

せて行い、当該融資の条件として当該債券を取得させることによ

り、信用の供与の条件として私募の取扱いを行った。

・勧告年月日 平成16年 9月14日

・行政処分の内容 業務改善命令（①内部管理体制の充実・強

化、②再発防止策の策定・実施及び責任の所

在の明確化、③法令遵守体制の充実・強化、

④適正な投資勧誘の履行を確保するための体

制についての抜本的見直しとその構築（広告
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等審査体制の充実・強化を含む）、⑤上記①

から④にかかる改善計画を提出し、直ちに実

行すること、⑥上記⑤の実行後、 3 ヶ月毎に

計画等の進捗・実施及び改善状況を報告する

こと）

（注 1 ）上記の処分内容は、この法令違反とともに勧告の対象とした①

の「有価証券の売買その他の取引に関し、重要な事項につき誤解

を生ぜしめるべき表示をする行為」に係る処分を含む。

（注 2 ）金融庁は、平成16年 9 月17日、シティバンク、エヌ・エイ在日

支店に対し、証券取引法に基づく行政処分を行った。また、同日、

同支店に対し、銀行法に基づく行政処分を行った（処分の理由は、

同支店の法令等遵守（コンプライアンス）体制及び経営管理（ガ

バナンス）体制などに根本的な問題が認められたこと、特に、プ

ライベート・バンク部門（丸の内支店、名古屋出張所、大阪出張

所及び福岡出張所）では、公益を害する行為、重大な法令違反及

び極めて不適切な取引等が多数検証され、今後の業務の継続は不

適当と認められること、また、個人金融本部では、外貨預金業務

にかかる内部管理体制が未整備であり、業務の改善に専念させる

必要があることが確認されたことによる）。なお、その後、同支店

のプライベート・バンク部門は閉鎖された。
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第６章 建 議

第１ 概 説

監視委員会は、検査、課徴金調査又は犯則事件の調査の結果に基づき、

必要があると認めるときは、証券取引等の公正を確保するために必要と認

められる施策について、内閣総理大臣、金融庁長官又は財務大臣に建議す

ることができる（設置法第21条）。

建議は、監視委員会が、検査、調査の結果把握した事項等を総合分析し

て、法規制や自主規制ルールのあり方等について監視委員会としての見解

を明らかにし、これを行政や自主規制機関が行う諸施策に反映させようと

するものである。監視委員会の行う建議は、行政部局の政策対応の上で、

重要な判断材料として扱われる。

監視委員会は、建議の具体的な内容として、取引実態等からみて現行の

法規制、自主規制ルールでは不十分であるような場合に、その事実を指摘

した上で、取引の公正を確保するとの観点から、法規制、自主規制ルール

のあり方等について検討すべき課題及びその見直しの提起を行っている。

第２ 建議の実施状況及び建議に基づいて執られた措置

本公表の対象期間においては、証券会社の検査等の結果、建議を必要と

する問題点は認められなかった。
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第７章 取引審査

第１ 概 説

１ 取引審査の概要
監視委員会は、犯則事件の調査、課徴金調査、証券会社等の検査の

ほか、取引審査として、株価操作や内部者取引などの不公正な取引の

疑いのある事例について、日常的に幅広く審査を行っている。

具体的には、まず、日常の市場動向の監視や各種の情報に基づいて

以下のような銘柄を抽出し、証券会社等から有価証券の売買取引等に

関する詳細な報告を求め又は資料を徴取している。

� 株価が急騰・急落した銘柄

� 投資者の投資判断に著しい影響を及ぼす重要な事実が発生した銘

柄

� 新聞、雑誌及びインターネットの掲示板等で話題になっている銘

柄

� 一般から寄せられた情報に取り上げられている銘柄

次に、これら報告・資料に基づいて、株価操作、内部者取引等、法

令違反の疑いのある取引について詳細な分析を行い、事実関係につい

て審査を行っている。併せて、こうした取引に関与していた証券会社

に行為規制違反等の問題のある行為がなかったかについても審査を行っ

ている。

審査の結果、問題が把握された事案については、担当部門に情報提

供された上で、一層の究明がなされることになる。

２ 法令上の根拠
取引審査においては、証券取引等の公正を確保し、投資者の保護を
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図るため必要かつ適当であると認める場合は、証券会社等から有価証

券の売買取引等に関する報告を求め、資料の徴取を行っている。これ

らの報告・資料徴取の権限及び範囲は、検査における権限と同様に証

取法、外証法、金先法及び各政令において規定されている（附属資料

120頁以下参照）。

３ 自主規制機関との緊密な情報交換
こうした日常的な市場監視活動は、自主規制機関である証券取引所

や日本証券業協会等でも行われており、その取引参加者等が適正に業

務を遂行しているかをチェックする重要な機能を有している。このた

め、監視委員会では、これら自主規制機関の市場監視部門との間で、

定期的又は随時に必要な連絡を取るとともに、事実関係に関する照会

を行う等、緊密な情報交換を行っている。

第２ 取引審査実績

１ 審査の実施状況
平成16事務年度においては、審査事務内容別に分けた以下の 4班体

制において、早期着手・早期処理の方針の下、効率的かつ機動的な審

査を行った。

� 株価班

株価操作や作為的相場形成に係る審査を行う。

� 内部者班

内部者取引に係る審査を行う。

� 機動班

社会的関心が高く即時対応が必要とされる案件に係る審査を行う。
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� 情報班

インターネット上の風説の流布等の審査及び市場情報の収集・管

理に係る業務を行う。

平成16事務年度は、特に委員長方針（平成16年 7月20日公表）で示

された以下の観点を踏まえつつ、幅広く審査を行った。

○ 近年、様々な仕組みのオプション取引等、個人投資家にとって容

易には理解しにくい商品が個人投資家にも大量に売られている。こ

うした新商品や新たな取引形態の出現、さらにはＩＴ化の進展など

市場における新たな動向の中で、不公正な取引が発生していないか、

市場仲介者に不正な勧誘等がないか。

○ 金融取引のグローバル化やＩＴ化が進展する中、我が国の市場に

おいて、海外の投資ファンド等の非居住者が関与する形で法令違反

の疑いのある取引が行われていないか。

具体的には、平成16事務年度においては、ＭＳＣＢ（転換価格修正

条項付転換社債型新株予約権付社債）や証券会社が引受先となる随時

転換促進型の第三者割当増資といった新たな商品や取引形態の出現、

さらには第三者割当増資等のファイナンスと株式分割の多用などの現

象が見られ、そうした取引を行う発行企業の既存株主や一般投資家へ

の影響等を懸念する声も聞かれるなど、社会的な関心を呼んだところ

である。監視委員会としては、こうした取引形態の中で不正な行為が

行われていないか審査を行った。

（注 1 ）ＭＳＣＢ：Moving Strike Convertible Bond 新株予約権付社債(Ｃ

Ｂ)の転換価格が下方(又は上方・下方双方)に修正されるもの。

（注 2 ）証券会社が引受先となる随時転換促進型の第三者割当増資：発行会
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社が証券会社に対してＣＢ等を割り当てることにより資金調達を行

う。他方、証券会社はＣＢから転換した株式を市場で売却すること

や機関投資家への販売により収益を獲得する。

また、市場仲介者が毎月分配型投信等の投資信託や特約付株券貸借取引を

個人投資家に対して勧誘する際に、何らかの問題が発生する要素がないかに

ついて検討を行った。

（注）特約付株券貸借取引：株券貸借取引に特約を付加した取引で、個人投

資家は通常の賃借料に加えて、特約料を受け取ることができる。その

対価として、契約期間終了時に、株価が特約価格を上回っていれば、

証券会社は特約を行使して株券を特約価格で買い取り、その代金を個

人投資家へ支払い、特約価格以下であれば株券を返却する取引。
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監視委員会及び財務局等の取引審査の実施件数は、以下のとおりで

ある。

２ 審査結果の事例
� 平成16事務年度に行った主な審査事案

① 株価形成に関して審査を行った事案

イ Ａ社の株価が、特段の材料がないにもかかわらず出来高を伴

いながら急騰したことから、審査を行った。

ロ Ｂ社の株価が、特段の材料がないにもかかわらず出来高を伴

いながら急騰し、ダイヤルＱ２や業界紙において仕手筋の介入

が噂されていたほか、一般投資家からも「Ｂ社の株価が操作さ

れているのではないか。」との情報提供があったことから、審
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審査実施件数 平成16事務年度 （参考）
平成15事務年度

合 計 674 687

監視委員会 367 382

財務局等 307 305

（以下審査項目別内訳）

価 格 形 成 153 154

株価が急騰したもの 106 105

その他株価が維持・固

定化されたもの等
47 49

内 部 者 取 引 506 500

業績予想の下方修正 96 86

業績予想の上方修正 68 56

新株等の発行等 30 63

その他 312 295

そ の 他 15 33

風説の流布 8 6

その他 7 27



査を行った。

ハ Ｃ社の株価が、特段の材料がないにもかかわらず出来高を伴

いながら急騰し、特定委託者グループが以前から継続して関与

していることや、一般投資家から「株価操作が行われているの

ではないか。」との情報提供があったことから、審査を行った。

ニ 一般投資家から、「ザラバ中に不自然な買注文の発注と取消

しを行っている投資者がいる。」との情報提供があったことか

ら、特定委託者が売買を行ったＤ社株式ほか数銘柄の株式につ

いて、審査を行った。

ホ Ｅ社が、転換価額修正条項付の転換社債型新株予約権付社債

を発行した後、大幅な株式分割を発表し、その株価が急騰して

いたが、Ｅ社関係者から「株価操作が行われている。」との情

報提供があったことなどから、審査を行った。

へ Ｆ社が発行した優先株の転換価額算定期間において、株価が

急落したことから、株価形成及び空売り規制違反の観点から審

査を行った。

② 内部者取引に関して審査を行った事案

イ Ｇ社が、合併を公表したところ、その株価が大きく上昇した

ことから、公表前の取引について審査を行った。

ロ Ｈ社が、有価証券報告書の訂正を行った旨を公表したことか

ら、公表前の取引について審査を行った。

ハ Ｉ社の関係者から、「Ｉ社元役職員が業績予想の修正の公表

を行う前に株式を売買している。」との情報提供があったこと

から、公表前の取引について審査を行った。

ニ Ｊ社が、民事再生手続開始の申立てを行った旨を公表したこ

とから、公表前の取引について審査を行った。
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ホ Ｋ社が、自社株式の取得を公表したが、公表直前に、株価及

び出来高に変動があったことから、公表前の取引について審査

を行った。

ヘ Ｌ社が、資本業務提携を行う旨を公表したが、公表前から株

価が緩やかに上昇し、出来高も徐々に増加していたことから、

公表前の取引について審査を行った。

ト Ｍ社の海外におけるＣＢ発行において、プレ・マーケティン

グ（事前需要調査）に基づく情報伝達が行われていたことから、

公表前の取引に関し審査を行い、事実関係を確認するため海外

当局へ情報提供を要請した。

③ 風説の流布その他の観点から審査を行った事案

イ 一般投資家から、「Ｎ社に関する記事は事実と異なる。」との

情報提供があったことから、風説の流布の観点から審査を行っ

た。

ロ 一般投資家から、Ｏ社について、「好材料と悪材料を時間差

で発表したのは、個人投資家に著しく不利益。」との情報提供

があったことから、偽計の観点から審査を行った。

ハ Ｐ社の株価がザラバから下落し始め、大引け後にＱ証券会社

において、ブロック取引が行われた。

当該取引は、Ｑ証券会社が原始売付者より大引けの価格を基

本にして買い取り、それを最終買付者へ転売するために行った

立会外取引であるが、ザラバから大引けにかけて下落した状況

について審査を行った。

� 前事務年度の審査が海外当局との間で成果に結びついた事案

〔シンガポール政府投資公社（以下「ＧＩＣ」という。）の従業員
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によるインサイダー取引〕

平成16年10月21日、シンガポール通貨監督庁（以下「ＭＡＳ」と

いう。）は、ＧＩＣの従業員が日本の証券市場においてインサイダー

取引を行ったことが判明したため、同国証券先物法違反として、当

該従業員に対して民事制裁金を課した旨発表した。

事案の概要は以下のとおり。

○ ㈱三井住友フィナンシャルグループ（以下「ＳＭＦＧ」という。）

は、平成15年 2 月17日の立会取引開始前に、同社が3,000億円以

上の規模で優先株式を発行することを公表した。ＧＩＣの従業員

3名は当該情報を公表前に入手し、同月13日、当該情報を利用し、

ＧＩＣが保有するＳＭＦＧ株式の売付け等を行い、当該情報が公

表された後のＳＭＦＧ株式の価格下落による損失（約71万シンガ

ポール・ドル＝約4,860万円）を回避した。

当該案件は、外国に居住する者が我が国証券市場において証券取

引を行うといういわゆるクロスボーダー取引において、インサイダー

取引が行われたものであるが、監視委員会の審査において端緒を把

握した後、日本とシンガポールとの間の情報交換取極に基づき、Ｍ

ＡＳに対して調査依頼を行った結果、処分に至ったものである。国際

的な証券当局間の協力による処分としては、初めてのケースである。
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第８章 一般からの情報の受付

第１ 概 説

監視委員会に提供される情報は、年々増加傾向にあり、平成16事務年度

においては、年間4,000件を超える情報が寄せられている。

一般からの情報提供は、市場における投資者の生の声であり、監視委員

会の犯則事件の調査、課徴金調査、検査及び取引審査を行う場合の端緒と

して有用性が高い。受け付けた情報が証券会社の検査における指摘事項の

端緒になったものや、取引審査における重要な情報となったもの、さらに

は犯則事件の調査における真相解明の端緒になったものもある。

このため、監視委員会では、できるだけ多くの方から情報が寄せられる

ように電話、文書、来訪、インターネットなど、様々な方法で情報の受付

を行っている。

また、政府広報や講演会における情報提供の呼びかけや監視委員会のホー

ムページの情報受付窓口の改良を行うなど、積極的に情報提供の増加に取

り組んでいる。

なお、証券会社と投資者との間のトラブルに関して寄せられた情報は、

監視委員会の検査等において有効に活用することはもちろんであるが、情

報提供者において個別的な紛争解決を求めている場合は、日本証券業協会

において苦情処理体制が敷かれていることから、同協会の「証券あっせん・

相談センター」を紹介するなどの対応を行っている。

その他、商品先物取引など証券取引に関するものではない苦情等につい

ては、適宜関係する相談窓口を紹介している。
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第２ 情報の受付状況

監視委員会が平成16事務年度において投資者など一般から受け付けた情

報は4,669件である。前事務年度と比較すると約 4 割増加しており、平成

4 年の発足以来最高の受付件数となっている。これは、企業買収や企業防

衛など市場において社会的に大きな関心を集めた事象があった影響もある

が、監視委員会の活動内容がより一層認知されてきたものと推測される。

特に、インターネットによる情報提供は、初めて3,000件を超え、引き

続き多数の情報が寄せられている。情報提供手段別の具体的件数をみても、

インターネット3,251件、電話787件、文書408件、来訪80件、財務局から

回付を受けたものが143件となっており、インターネットと電話で全受付

件数の 8割強を占めている。

情報の内容としては、個別銘柄に関するものが3,339件、証券会社の営

業姿勢に関するものが620件、その他の意見等が710件となっている。

個別銘柄に関するものでは、相場操縦の疑いに関するものが最も多く全

受付件数の約 3 割（1,435件）を占めており、投資者の間では市場におけ

る価格形成に対しての疑念が多いことを示していると考えられる。

次いで、風説の流布の疑いに関するものが多く、全受付件数の約２割

（1,029件）を占めている。内容はインターネットの掲示板への書き込みに

ついての情報が中心であり、インターネット上で根拠のない噂や投資判断

などが流される一方、これを見た投資者からの情報提供が増加しているこ

とによるものと考えられる。

さらに、内部者取引の疑いや有価証券報告書等の虚偽記載の疑いに関す

る情報も大幅に増加している。

また、証券会社の営業姿勢に関するものでは、無断売買や取引一任勘定

取引、顧客の知識に照らして不当な勧誘に関するものなど多様な情報が寄

せられており、証券会社と投資者との間において依然として十分な意思疎
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通が図られていない面があると推測される。

（詳細は別図参照）

《情報の連絡先》

郵 送：〒○100-8967 東京都千代田区霞が関３－１－１

証券取引等監視委員会事務局

総務検査課 情報処理係

代表電話：03－3506－6000（内線3091、3093）

直通電話：03－3581－9909

Ｆ Ａ Ｘ：03－5251－2136

インターネット：https://www.fsa.go.jp/sesc/watch
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情報の受付情況

12／ 7

～13／ 6

13／ 7

～14／ 6

14／ 7

～15／ 6

15／ 7

～16／ 6

16／ 7

～17／ 6

イ ン タ ー ネ ッ ト 606 1,282 1,804 2,061 3,251

電 話 390 408 749 616 787

文 書 205 291 290 287 408

来 訪 64 58 50 75 80

財務局等から回付 91 142 163 178 143

合 計 1,356 2,181 3,056 3,217 4,669

（別 図）
（件）

（件）
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情報の内訳 （件）

12／ 7

～13／ 6

13／ 7

～14／ 6

14／ 7

～15／ 6

15／ 7

～16／ 6

16／ 7

～17／ 6

個別銘柄に関する情報 671 1,208 1,848 2,015 3,339

相場操縦の疑い 317 601 759 680 1,435

風説の流布の疑い 124 294 576 787 1,029

内部者取引の疑い 122 195 271 282 510

有価証券報告書等の

虚偽記載の疑い
28 48 73 67 142

損失保証・損失補て

んの疑い
8 9 13 18 9

無届け募集 57 42 29 34 24

その他 15 19 127 147 190

証券会社の営業姿勢に

関する情報
356 498 573 655 620

無断売買 35 65 88 66 63

断定的判断を提供し

た勧誘
35 49 30 27 19

顧客の知識に照らし

て不当な勧誘
17 13 29 31 28

取引一任勘定取引契

約の締結
49 27 15 22 40

大量推奨販売 5 1 6 3 2

その他 215 343 405 506 468

その他意見等 329 475 635 547 710

合 計 1,356 2,181 3,056 3,217 4,669



第９章 監視活動・機能強化への取組み等

第１ 市場監視体制の充実・強化

１ 組織の充実
� 組織の充実

平成17年度の機構・定員については、国家公務員全体の厳しい定

員事情の中、不公正取引等に係る課徴金調査及び有価証券報告書等

の検査体制の整備並びに外国為替証拠金取引規制に係る検査体制の

整備を大きな柱として増員要求を行った結果、平成16年度の23人の

増員に引き続き44人の増員が認められ、監視委員会の平成17年度末

（平成18年 3月末時点）の定員は307人となる。増員の内訳としては、

課徴金調査及び有価証券報告書等の検査を行う課徴金調査・有価証

券報告書等検査室において40人、証券会社等に対する検査を行う証

券検査官室において 4人となっている。

（注）増員の他に、検査の一元化に伴う金融庁検査局からの振替35人及び

合理化減 9人（事務の効率化による削減）がある。

また、財務局等の証券取引等監視官（部門）においては、不公正

取引等に係る課徴金調査及び外国為替証拠金取引規制に係る検査体

制の整備のため全体で16人の増員が認められ、平成17年度末の定員

は245人となり、監視委員会の定員と合計すると全体で552人となる。

� 民間専門家の採用

監視委員会は、平成16事務年度において、的確な市場監視及び職

員の専門性向上を図るため、デリバティブや投資信託の組成・運用

などに精通した者20人及び虚偽の記載のある有価証券届出書・報告
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書提出等に係る犯則調査体制や証券会社に対する検査体制を強化す

るため、弁護士や公認会計士11人を採用するなど、合計31人の民間

専門家を採用している。このような民間専門家の採用は、平成12年

から実施しており、平成17年 6 月末現在80人が在籍している。

２ 情報収集・分析能力の向上
� 証券総合システム（ＳＣＡＮ－Ｓｙｓｔｅｍ）の活用等

監視委員会においては、証券取引に係る複雑で膨大なデータを分

析し、事実関係を解明する必要があることから、業務支援システム

として、平成 5年以降、証券総合システムの開発を行い、業務の効

率的運営に努めている。このシステムは、証券会社等の検査や日常

的な市場監視、犯則事件の調査など監視委員会の業務に幅広く活用

される総合的な電算システムであり、平成13年度までに基本的な開

発を終了したが、なお業務の効率化の観点から引き続き各システム

の機能充実を進めているところである。平成16事務年度においては、

個人情報保護法施行を踏まえた対応として、セキュリティ機能の強

化を行った。

（参考）証券総合システムの主な機能は、「証券会社検査系システム」と

「取引審査系システム」に大別される。また、証券総合システムの

支援システムとして、「インターネット巡回監視システム（ＳＣＡ

Ｎ－ＩＰＳ）」、「電子開示財務内容分析システム（ＳＣＡＮ－ＳＴ

ＡＦ）」及び一般から受け付けた情報を効率的に処理するための

「情報管理システム」がある。

� 職員研修の充実

監視委員会は、これまで実際の検査やその結果の分析などを通じ
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て様々な監視手法に係るノウハウの蓄積を行ってきており、それら

をオン・ザ・ジョブ・トレーニングや研修などを通じて職員に身に

付けさせ、その資質向上に努めてきている。

また、近年、取引内容の仕組みが複雑化、多様化し新たな金融商

品が続々と開発されるとともに、クロスボーダー取引の増加やイン

ターネット取引が急速に増大している。そうした中で金融システム

の改革をはじめとする様々な制度改革が実施され、最近では有価証

券の販路の拡大、多様化に資する証券仲介業制度の導入などが行わ

れるなど、証券市場を取り巻く環境が日々刻々と急激に変化してき

ている。こうした状況に迅速かつ的確に対応するため、個々の職員

が高度な専門知識や技能を習得できるよう、業務に関する基礎的な

研修はもとより、デリバティブ等に関する専門的な研修を実施して

いる。さらに、海外規制当局における監視や検査の手法を習得し、

監視委員会の市場監視業務に活かすため、米国証券取引委員会（Ｓ

ＥＣ）及びシンガポール通貨監督庁（ＭＡＳ）が主催する研修に監

視委員会事務局職員を参加させたほか、米国商品先物取引委員会

（ＣＦＴＣ）、英国金融サービス機構（ＦＳＡ）に職員を派遣してい

る。

第２ 新たな監視機能について

１ 概 説
� 金融審議会金融分科会第一部会において、平成15年12月24日に

「市場機能を中核とする金融システムに向けて」と題する報告書が

とりまとめられ、監視委員会に関係するものとして「市場監視機能・

体制の強化」が取り上げられた。その具体的方策として、課徴金制

度の導入、金融庁から監視委員会への検査委任範囲の拡大等が報告

された。
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金融庁は、同報告書に基づき、「証券取引法の一部を改正する法

律案」を第159回通常国会に提出し、同法案は平成16年 6 月 2 日成

立した。

この法律案により改正された証券取引法（以下「改正証取法」と

いう。）により、新たに導入された課徴金制度（第 3 章「課徴金調

査」参照。）についてはすでに平成17年 4 月 1 日から施行されてお

り、また、監視委員会への検査範囲の拡大については同年 7月 1 日

から施行されている。

� 金融審議会金融分科会第一部会において、平成16年 6 月23日に

「外国為替証拠金取引に関する規制のあり方について」と題する報

告書がとりまとめられ、外国為替証拠金取引について金融先物取引

法を改正し、その規制の対象としての検査を監視委員会が行うこと

等を内容とした報告がされた。

金融庁は、同報告に基づき「金融先物取引法の一部を改正する法

律案」を第161回臨時国会に提出し、同法案は平成16年12月１日成

立した。

この法律案により改正された金融先物取引法（以下「改正金先法」

という。）は、平成17年 7月 1日より施行されている。

以下、監視委員会の検査権限の範囲の拡大として、証券会社等に

対する検査の一元化、外国為替証拠金取引業者に対する検査権限付

与、ディスクロージャー関係の検査について説明する。

２ 検査権限範囲の拡大
� 平成17年 7月、証券会社等に対する検査の実効性・効率性の更な

る向上を図る観点から、これまで金融庁検査局が行ってきた証券会

社等の財務の健全性等に関する検査及び監視委員会の検査対象とさ
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れていなかった投資信託委託業者、投資顧問業者及び特定目的会社

等に対する検査権限が、監視委員会に委任された。

また、新たに外国為替証拠金取引を取り扱う業者が金融先物取引

業者として検査の対象となるとともに、投資信託の販売が認められ

た日本郵政公社が登録金融機関として検査の対象とされた。

更に、金融庁監督局が公表した「金融コングロマリット監督指針」

においては、監督部局と検査部局がそれぞれの独立性を尊重しつつ

適切な連携を図り、実効性の高い金融コングロマリット監督を実現

させることが重要であるとして、検査による実態把握が求められて

いる。

このように、検査対象、検査項目ともに、監視委員会の権限が拡

大することとなり、これまで以上に効率的で実効性ある検査が求め

られることから、これに対応するための検査手法や検査手続きの見

直しを図り、適切な検査の実施に努めている。

また、検査業務の更なる透明化を図るとの観点から、「証券検査

に関する基本指針」をホームページに掲載し、広く一般からの理解

が得られるよう努めている。

� 平成１7年７月、ディスクロージャー制度の信頼性確保に向け、

虚偽の有価証券報告書等の提出に係る検査・報告徴求権限が、金融

庁から監視委員会に委任され、監視委員会は、証取法第26条、第27

条の22第１項及び第２項並びに第27条の30等の規定に基づき、有価

証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、有価証券報告書の提出

者、公開買付者、大量保有報告書の提出者等に対して報告・資料の

提出を命じ、検査を行うことができることとなった。

検査の結果、有価証券報告書等の開示書類に、重要な事項につい

ての虚偽記載等が認められた場合には、開示書類の訂正報告書等の

提出命令又は課徴金納付命令（第 3章「課徴金調査」参照）を発出
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するよう、内閣総理大臣及び金融庁長官に勧告することとなる。

第３ 投資家への情報提供等の取組み

１ 概 説
監視委員会は、「講演会」の開催やインターネットを通じて監視委

員会の活動状況等の情報を提供することにより、個人投資家等の監視

委員会に対する理解と証券市場等に対する信頼を深めてもらう工夫に

取り組んでいる。また、監視委員会の活動に有用な端緒となる情報が

より多く寄せられるよう、ポスターや新聞広告、ラジオ放送、ＣＳ放

送、電光板ニュース広告、モバイル携帯端末広告を通じてその提供を

呼びかけている。

２ 投資家への講演会・講義の開催状況
監視委員会は、国内各地に委員長や委員、事務局幹部が出向いて、

監視委員会の活動状況を理解してもらうための「講演会」を開催して

いる。このような講演会を通じて、監視委員会の活動をより多くの方々

に知ってもらうことにより、監視委員会のプレゼンスの向上を図ると

ともに、個人投資家の

監視委員会に対する信

頼、ひいては証券市場

に対する信頼の一層の

向上に努めている。

平成16事務年度にお

いては、平成16年 9 月

に福岡市(福岡大学)、

同年10月に札幌市、平

― 92 ―

平成17年 4月静岡市で行われた講演会の模様
講師：水城委員



成17年 4 月に静岡市(静岡大学)、同年 5 月に高松市、名護市(名護商

業高校)の 5カ所で開催した。

それぞれの講演会の概要は、監視委員会のホームページに掲載して

いる。

３ ポスター・政府広報等による情報提供の呼びかけ
一般から寄せられる情報は、監視委員会の活動における犯則事件の

調査、課徴金調査、検査、取引審査を行うに際しての端緒として非常

に有用である。平成16事務年度においては、情報提供数の増加のため

の取組みとして、情報提供を呼びかけるポスターの掲示や、政府広報

の一環として新聞突き出し広告の掲載、ラジオ放送、ＣＳ放送、電光

板ニュースでの広告の放映、モバイル携帯端末広告の掲載などで情報

提供の呼びかけを行った。

情報提供を呼びかけるポスターの掲示については、昨事務年度と同

様の「インサイダー取引、相場操縦などの不公正な行為を見かけたら、

情報提供をお願いします。」との内容のポスターを29,500枚作成し、

平成16事務年度は、証券会社・銀行等の各店頭、一部の東京都内区役

所、各財務局等に掲示した。

また、政府広報による活動としては、

「証券取引に関する違法行為の情報を

お寄せください！」と題した新聞突き

出し広告を作成し、平成17年 4月下旬

から 5 月初めにかけて、新聞全国紙 5

紙（読売新聞、朝日新聞、産経新聞、

毎日新聞、日本経済新聞）、及び地方

紙66紙に掲載した。

さらに、平成16年 8月放送のＦＭラ
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ジオ番組「中山秀征の愛してJapan!」及び平成17年 2 月放送のＣＳ放

送番組「政策対談 明日への架け橋」のお知らせコーナーにおいて、

証券市場の不公正取引等に関する情報提供の呼びかけを行った。また、

平成17年 6月に電光掲示板ニュースでの広告の放映やモバイル携帯端

末での広告の掲載を実施し、課徴金制度導入のお知らせと情報提供の

呼びかけを行った。

なお、投資家への講演会・講義においても、不公正取引や証券会社

の営業姿勢等に関する情報の提供を呼びかけた。

以上のような活動の結果、実際にポスターや政府広報を視聴したと

いう方などから多くの情報が寄せられた。

一般からの情報提供は年々増加してきているが、監視委員会として

は、情報提供の重要性にかんがみ、より一層の情報提供を呼びかける

など今後も引き続き情報提供増加のための取組みを行っていくことと

している。

４ ホームページの充実
インターネットが普及している昨今、監視委員会は、ホームページ

を通じて様々な情報を提供してきた。これまでも、記者会見の概要や

勧告などの公表資料等をタイムリーに掲載してきている。

平成17年 4 月からは、情報受付の窓口をリニューアルするとともに

広く情報をお寄せいただくために英語版にも情報受付の窓口を設置し

た。今後とも、ホームページの内容についてはその充実を図っていく

こととしている。
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第４ 関係当局との連携

１ 概 説
監視委員会は、我が国証券市場の規制当局である金融庁との間で緊

密な情報交換を行うなど連携の強化に努めるとともに、各証券取引所

や日本証券業協会などの自主規制機関との間でも緊密な情報交換に努

めている。

また、近年、証券市場における国際的な取引の増加などに伴い、国

内市場の公正性の確保の上で、法務執行における国際的な協力と連携

の強化がますます重要な課題となっている。監視委員会としても、海

外の証券規制当局と意見・情報交換を行ったほか、証券規制分野での

主要な国際会議に参加するなど、金融庁とともに海外の証券規制当局

との連携の強化に努めており、今後とも国際間の相互協力促進に向け

た活動の強化を図ることとしている。

２ 金融庁関係部局との連携
監視委員会は、その業務を遂行する上で、我が国証券市場の規制当

局である金融庁との間で、日常的に情報交換を行うなどの緊密な連携

に努めている。例えば、金融庁における証券市場行政を担当する部署

間の相互の連絡を強化する目的で設置されている「金融庁証券市場行

政連絡会議」に、オブザーバーとして出席し、市場ルールの監視役と

しての立場から証券市場行政についての情報交換等を行っている。ま

た、検査局との間では、日常的な情報交換のほか、効果的な検査を実

施するために、同一の被検査法人に対して同時検査を実施するなど、

緊密な連携に努めているところである（第 4章「検査」参照）。
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３ 自主規制機関との緊密な情報交換
自主規制機関（日本証券業協会、証券取引所、金融先物取引業協会、

東京金融先物取引所）は、仲介者の会員等を通じて、市場と仲介者に

対する利用者の信頼を高める立場にある。そうした努力が、長期的に

は仲介者自身の利益を増進することになるものである。今後、金融シ

ステムが進展する中で、法律に裏付けられたこれらの自主規制機関が

その役割を適切に発揮していくことがますます重要となってきており、

その活動の一層の充実が期待されている。

これら自主規制機関の具体的な活動として証券市場の公正性・透明

性を確保するため、自主規制ルールを制定するとともに、それぞれの

機関に所属する会員等が法令や自主規制ルールに基づいて適正に業務

を遂行しているかどうかをチェックする重要な機能を有している（附

属資料139頁参照）。

監視委員会は、市場の公正性を確保し、投資者の信頼を保持すると

いう目的を達成するため、証券市場の監視活動を効果的に行うべく、

自主規制機関と日常的に緊密な情報交換を行っているところである。

また、日本証券業協会は、会員等のコンプライアンスの充実強化に

資するために内部管理統括責任者研修や内部管理統括補助責任者研修

等、自主規制ルールに規定された研修を実施しており、監視委員会は

これらの研修の講師として、その職員を派遣している。

４ 海外証券規制当局との連携
� ＩＯＳＣＯ（証券監督者国際機構）への参画

ＩＯＳＣＯは、証券規制の国際的な調和や規制当局間の相互協力

を目指して活動している国際的組織であり、世界の108の国・州・

地域から183機関が加盟しており（平成17年 5月現在）、監視委員会

は平成 5年10月に加盟（注：準会員資格。なお、我が国からは金融
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庁が普通会員として加盟。）している。各国当局の委員長レベルが

参加する年次総会（年１回）やＩＯＳＣＯ内の地域ごとの枠組みで

あるアジア太平洋地域委員会（ＡＰＲＣ）（年 2 回）が開催されて

おり、監視委員会からも委員長等が出席している。これらの会議へ

の出席状況は以下のとおりである。

年次総会

〇 平成16年 5月 第29回総会 アンマン（ヨルダン）

〇 平成17年 4月 第30回総会 コロンボ（スリランカ）

アジア太平洋地域委員会（ＡＰＲＣ）

〇 平成16年11月 シンガポール

〇 平成17年 4月 コロンボ（総会と同時に開催）

上記のほかアジア太平洋地域の法務執行担当者会合にも参加して

おり、関係当局との連携の強化に努めているところである。

また、ＩＯＳＣＯには、国際市場が直面する主要な規制上の問題

を検討し実務的な解決策を提案することを目的として、先進国・地

域の関係当局から構成される専門委員会と、その下に 5つの常設委

員会（Standing Committees：ＳＣ）が設置されており、監視委員

会は、そのうち法務執行及び情報交換に関する第 4 常設委員会（Ｓ

Ｃ４）に参加している。ＳＣ４では、国際間にわたる証券犯罪に対

応するための各国当局間の情報交換や法執行面での協力のあり方に

ついて議論を行っている。本年度は、各国の証券犯罪のトレンドや

資産保全に係る制度について議論を行った。さらに、平成14年 5 月

のＩＯＳＣＯ年次総会で採択された多国間ＭＯＵ（証券当局間の多

国間情報交換協定）について、加盟申請の審査等を行う審査グルー

プ（Screening Group：ＳＧ）会合にも参加している。
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� 海外当局との二国間協力

① 情報交換・交流

監視委員会は、海外証券規制当局との連携関係構築の見地から、

国際会議などの場以外の二国間ベースでも、公式・非公式を問わず、

積極的な情報交換や交流に努めてきている。

具体的には、これまで米国証券取引委員会（ＳＥＣ）、米国商品

先物取引委員会（ＣＦＴＣ）、英国金融サービス機構（ＦＳＡ）、シ

ンガポール通貨監督庁（ＭＡＳ）、香港証券先物委員会（ＳＦＣ）、

フランス金融市場庁（ＡＭＦ）及びドイツ連邦金融監督機構（Ｂa

Ｆiｎ）等の海外証券規制当局との間で、国際的に活動を行ってい

る証券会社の行為規制遵守状況等について情報交換を行ってきてい

る。また、不公正な取引の疑いのある事例については、情報交換に

関する二国間協定の枠組みも活用しつつ、情報収集に努めている。

また、海外証券規制当局幹部との意見交換も随時行ってきた。平

成16事務年度においては、平成16年 7 月にオーストラリア証券投資

委員会（ＡＳＩＣ）のルーシー委員長訪日の際に、委員長等との間

で意見交換を行った。同年11月には、ＡＰＲＣ会合に出席した際に

委員とシンガポールＭＡＳのトレジリス局長との間で意見交換を行っ

た。また、平成17年 2月にはロシア連邦金融市場庁グサコフ副長官、

同年 6月には米国ＳＥＣカンボス委員がそれぞれ訪日した際に委員

長等との間で意見交換を行ったほか、英国ＦＳＡとの間でも意見交

換を行った。

② 情報交換取極（ＭＯＵ）の締結

証券市場における国際的な取引の増加などに伴い、国境を越えて

各国市場の公正性を害する行為が発生することが予想されるため、

証券規制当局間の情報交換は必要不可欠である。海外証券規制当局
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との情報交換を円滑に行うため、金融庁を情報交換の主体として、

これまで次の海外当局との間で情報交換協定を締結している。

〇 平成９年 3月 中国証券監督管理委員会（ＣＳＲＣ）

〇 平成13年12月 シンガポールＭＡＳ

〇 平成14年 5月 米国ＳＥＣ・ＣＦＴＣ

〇 平成16年 9月 豪州ＡＳＩＣ

〇 平成17年 5月 香港ＳＦＣ

監視委員会は、上記のＭＯＵを活用するなどして海外当局との連

携を行っている。平成16年10月には、シンガポールＭＡＳがシンガ

ポール政府投資公社（ＧＩＣ）の職員に対してインサイダー規制違

反により、民事制裁金を科しているが、本件は東京証券取引所が利

用されたものであったことから、監視委員会が金融庁が締結したＭ

ＯＵを通じてシンガポールＭＡＳに調査協力を依頼した案件である

（本文80頁以下参照）。

� 海外当局者を対象とした研修の実施

監視委員会は、平成16年12月に、アジア諸国をはじめとする新興

市場国の証券当局法務執行担当者等28名の研修生を対象として、

「第 4 回証券法務執行セミナー」を開催した。このセミナーは、監

視委員会の職員、さらに、我が国の自主規制機関やアジア太平洋地

域の規制当局から招聘した実務担当者などを講師として、監視委員

会の担う犯則事件の調査、課徴金調査、検査及び取引審査実務を研

修生に紹介し、アジア新興市場国の人材育成、ひいては証券行政・

市場の発展に貢献することを目的としている。

なお、研修終了後 1ヶ月の時点で、すでに、研修生が所属してい

る当局の約 7割が「研修生の得た知識を他の担当者と共有している」

と回答（残りの当局についても「共有を検討中」との回答）してお
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り、研修の成果を活用している様子がうかがえる。
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おわりに（個人投資家の皆様へ）

日本の証券市場においては、これまで、「貯蓄から投資へ」の流れを加

速し、間接金融から直接金融へのシフトを促進するため、累次にわたり構

造改革が着実に実施されてきております。こうした構造改革努力のほか、

ＩＴ技術の進展や市場における競争効果も相まって、個人投資家を対象と

したネット取引の発達など販売チャネルの拡充や投資サービスの多様化、

新商品や新たな取引形態の出現など、幅広い投資家の参加を促す市場環境

の整備が進展しつつあるところです。また、平成17年 4月には、ペイオフ

解禁拡大が実施され、資産の保全と運用の手段を改めて見直す契機となる

ことが期待されています。

こうした市場の進展は、個人投資家の皆様にとって、様々な投資ニーズ

に応じた多様な選択肢を提供し、飛躍的に利便性を向上させるものではあ

りますが、その半面、こうした商品やサービスの多様化により、それらの

中から何を選びどう運用をしていくかといった投資判断をより難しくして

いる面もあるのではないかと考えられます。

近年においては、新たなタイプの金融商品が個人投資家を対象に数多く

販売されるようになってきています。高度なデリバティブを組み込んだ複

雑な商品もあり、一般の個人投資家にとって容易に理解し難い商品もある

のではないかと思われます。

もちろん、金融商品を販売する証券会社等の側も、金融商品を勧誘する

際には、その金融商品の持つリスクなど重要な商品性について顧客が理解

できるよう、十分な説明を行う「説明責任」と、投資者の投資経験、知識

及び財産状況等に照らして適切な勧誘を行う「適合性の原則」が求められ

ています。また、監視委員会は、こうした「説明責任」や「適合性の原則」

に欠けるような勧誘が行われていないかなどの観点から監視活動を行い、
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個人投資家の保護に全力で取り組んでいます。

さらに、個人投資家の皆様においても、自らの意思で投資活動を行う以

上、こうしたリスクや商品性を理解するための努力と責任が求められてい

ると思います。

株式や債券などの金融商品に投資されるに当たって、最も重要な考え方

の一つとして、投資者自身がその責任を負う「自己責任原則」があります。

投資効果を享受するのも損失・リスクを負うのも投資家自身であることを

忘れてはなりません。

個人投資家の皆様におかれましては、この点に十分に留意し、御苦労で

も投資判断を行うに際しては、商品性を説明したパンフレットや営業員の

アドバイス等により、その金融商品の持つリスクやコストなどについて、

必ずご自分で理解し、今後、様々なリスクが発生した場合の対応も念頭に

おいて、納得できる金融商品を選択していただきたいと思います。

また、個人投資家の皆様が投資活動を行うに当たっては、たとえば、虚

偽表示や誤解をさせるような行為による勧誘や、証券会社等自身の利益を

優先し、個人投資家の利益を軽視するような勧誘を受ける場合があるかも

しれません。また、場合によっては、内部者取引や相場操縦などの犯則行

為が行われていると疑われるような場面に遭遇することも考えられます。

こうした情報は、犯則事件の調査、課徴金調査や検査などの市場監視を

行う場合の端緒として有効性が高いことから、監視委員会では、個人投資

家をはじめとする一般の方々からの情報を、電話、文書（ファクシミリを

含む。）、来訪又はインターネット等により広く受け付け、積極的な活用に

努めております。

皆様からの情報は、監視委員会の監視活動に活用されることにより、市

場における取引の公正の確保と投資者の信頼の保持に貢献し、ひいては個

人投資家の皆様の利益にも資することとなります。不審な情報を入手した
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場合には、監視委員会に積極的な情報提供をしていただきますようよろし

くお願いいたします。

これまで紹介してきた活動は、個人投資家の皆様のご理解や関係各機関

との緊密な連携による成果であるとともに、監視委員会の個々の職員の不

断の努力の積み重ねであると考えています。

証券市場を取り巻く環境が不断に変化する中で、今後とも監視委員会は、

個人投資家の保護のため、証券市場の公正性に重大な影響を及ぼすような

問題に対して、これまで以上に厳正かつ的確に対応し、その与えられた役

割を果たしていきたいと考えております。

こうした活動により市場に対する信頼を確保することが、皆様の金融資

産運用の選択肢の幅を広げ、これによる新たな資金の流れが経済活性化の

原動力になると確信しています。
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